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1.  事業概要 
1.1.  本事業の背景と目的 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大により、我が国においても人々の働き方や暮ら

し方に大きな変化が起こりつつある。かつて経験したことのないレベルで世界的な感染が起こった結

果、様々な分野でネガティブな影響が顕在化している。例えば、人々の活動抑制により経済的需要が

低下する分野が現れ、多数の業種における事業縮小、雇用条件の悪化や失業が発生している。一方で、

業種によっては、人手不足が深刻化するなどのミスマッチも同時に見られる。また、暮らしにおいて

も、物理的な近接・接触をなるべく減らすような対応や行動が求められ、人と人との関わり方やライ

フイベントも変化を強いられる状況にある。  

先行きの不確実性が増大する中、今後どのように働き、暮らすのか手探りの対応が余儀なくされる

「新常態」下で、働き方や暮らし方にまつわる課題を解決し、経済社会のあり方を不可逆的により良

く変革していくことが求められる。課題対応を検討するに当たり、日本経済や社会全体にポジティブ

な効果を生み出すために重要なアプローチのひとつとなるのが、多様な個人のウェルビーイングの実

現であり、その総和は、企業や組織、経済社会全体の前向きな変革の推進力となり、新常態における

新たな価値観に基づく世界を創出することが期待される。 

上記認識のもと、本事業では、多様な個人の中でも女性に焦点を当て、特にライフプランとキャリ

アプランの整合的な併存を可能にすることによりウェルビーイングの実現を図ることを目指し、調査

を実施した。具体的には、働く女性のライフステージに応じて出現する健康上のさまざまな課題等に

ついて、テクノロジーを活用することにより、希望する形になるべく近づけられるような状況を創出

するために、近年拡大しつつあるフェムテック産業の実態調査、当該産業の拡大・定着にまつわる諸

課題の抽出とその対応策の提案を行った。さらに、フェムテック等テクノロジーを通じて、どのよう

な働き方・暮らし方の変革により働く女性のウェルビーイングが実現するのか、そのウェルビーイン

グが経済にどのようなインパクトを与えうるのかといった潜在性・可能性について考察を行った。 

 

1.2.  本事業の実施内容 

本事業では、以下を実施した。 

(1)  フェムテック産業の実態調査 

フェムテックは、女性の健康に関する製品・サービスを提供するもので、その市場は今後拡大

が見込まれるが、産業としてのカテゴリは新しく、拡大の方向性や他産業との連携可能性など未

知数の事項が多い。本事業においては、今後の検討を行うに当たり、まずは現状を把握するため、

フェムテック産業の実態調査を実施した。 

なお、本調査においてヒアリングを実施した対象はフェムテック事業者の一部であり、全事業

者を網羅していない。 

(2)  フェムテック産業の拡大・定着にまつわる諸課題の抽出と対応策の提案 

フェムテックは、女性の健康や心身と密接に関わる産業であるため、製品やサービスの開発、

提供に際しては、各種権利や倫理、制度等考慮すべき事項が多数存在することが想定される。例

えば、安全性・信頼性、プライバシー担保、社会受容性、資金調達、連携先の確保などが考えら

れる。 

本事業においては、(1)の実態調査をもとに各種課題を抽出し、論点整理を行うとともに、産業

の拡大に向け必要となる対策案を提案した。 

(3)  働き方・暮らし方の変革による女性のウェルビーイング実現、経済に与えうるインパクトの潜

在性・可能性についての考察 

本事業では、フェムテック産業が拡大・定着しテクノロジー等が活用されることにより、働く
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女性の働き方、暮らし方、個人の意識の変革・行動変容が起き、ウェルビーイングが実現し、ひ

いては経済全体にポジティブな影響をもたらすとの仮説のもと、(1)及び(2)においてフェムテッ

ク産業がそのドライビングフォースのひとつとなるための条件整理を試みた。 

ここでは、テクノロジー等の活用によりもたらされる変革と効果、また女性のウェルビーイン

グ実現への寄与について具体的に分析・考察した。さらに、経済全体に及ぼす効果について、各

種経済指標等のファクトを根拠とし、定量的にな試算を行った。 
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2.  フェムテック産業の実態調査 
2.1.  調査サマリ 

2.1.1.  調査対象 

フェムテック(Femtech)とは Female(女性)と Technology(テクノロジー)をかけ合わせた造語で

あり、女性の健康課題をテクノロジーで解決する製品やサービスである3。本調査では、女性のライ

フステージに沿った健康課題に応じて、フェムテックの適用分野を「月経」「妊娠・不妊」「産後ケ

ア」「更年期」「婦人科系疾患」「セクシャルウェルネス」の 6分野に整理し、調査を行った[図 2-1]。 

調査ではフェムテックが先行する海外の事例や、女性活躍推進や健康経営の一環で企業の取組

としてフェムテックを活用する事例、女性の健康課題に取り込む自治体も調査対象とした。具体的

な調査方法は文献、インターネット調査、一部の企業・自治体に対するヒアリングやアンケート調

査である。 

 

図 2-1 女性のライフステージと健康課題分野(フェムテック適用分野) 

（調査を基に日立コンサルティングが作成） 

  

 
3 本報告書での定義。「フェムテック」に確立された定義は存在していない。 
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2.2.  月経分野 

2.2.1.  背景 

(1)  月経に関連した症状 

月経に関連した症状として月経困難症、月経前症候群（PMS）などがある[図 2-3]。15歳から

49歳までの女性を対象とした調査で、こういった月経に関連した辛い症状を経験したことがある

と回答した女性は月経経験者の約 74％にも上る4。 

 

図 2-3 月経に関連した症状 

(各種資料5を基に日立コンサルティングが作成) 

 

(2)  月経に関連した症状が働く女性に及ぼす影響 

18 歳から 49 歳までの働く女性を対象とした調査で、月経に関連した症状により、仕事のパフ

ォーマンスに影響がある人と回答した人は 94％、元気な状態と比較してパフォーマンスが 50％

以下になると回答した人は全体の 45％にも上った[図 2-4]。このようなパフォーマンスの低下

や、欠勤、作業時間の低下を換算すると、日本国内の 1年間の労働損失は約 4,911億円にものぼ

ると言われている 4。 

 
4 Tanaka E, et al (2013) ”Burden of menstrual symptoms in Japanese women: results from a survey-based study” Journal of 

Medical Economics, 16(11), 1255-66 
5 公益社団法人日本産科婦人科学会「月経前症候群（premenstrual syndrome : PMS）」

http://www.jsog.or.jp/modules/diseases/index.php?content_id=13 （参照 2021年 3月 5日） 

厚生労働省「女性の健康推進室 ヘルスケアラボ」 

http://w-health.jp/monthly/dysmenorrhea/ （参照 2021年 3月 5日） 
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図 2-4 月経に関連した症状による仕事のパフォーマンスへの影響（元気な状態を10点とする） 

(日本医療政策機構（2018年）「働く女性の健康増進に関する調査2018」を基に日立コンサルティングが作成) 

 

しかし、日本では、月経に関する症状があった場合でも、何も対処をしていない人が多い[図 

2-5]。PMS の症状緩和に効果があると言われる低用量ピルの服用率は、日本では 15 歳から 49 歳

の女性の 0.9％と、諸外国と比較し非常に低い[図 2-6]。ピルは、1960年に世界で初めてアメリ

カで承認され、その後、ドイツやフランスでも 1960年代には承認されている。一方、日本での承

認は、1999年と遅く、普及率が低い一因と考えられる。 

また、生理日の就業が著しく困難な場合は生理休暇の取得が法律で認められているが、2015年

の全労連の調査によると、生理休暇取得者は女性回答者の約 12％にとどまるという調査結果もあ

り、制度があってもあまり活用されていないことが分かる6。 

 
6 全労連（2015年）「女性労働者の健康・労働実態及び雇用における男女平等調査報告 2015年」 
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図 2-5 月経に関連する症状への対処 

(日本医療政策機構（2018年）「働く女性の健康増進に関する調査2018」を基に日立コンサルティングが作成) 

 

 

図 2-6 低用量ピルの服用率 

(国連経済社会局人口部（2019年）「WORLD CONTRACEPTIVE USE 2019」を基に日立コンサルティングが作成) 
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2.3.  妊娠・不妊分野 

2.3.1.  背景 

(1)  出生数低下、出産の高齢化 

日本における出生数は、2000年の約 119万人から、2016年には 90万人を切り、2019年には約 86.5

万人に減少している。一方で、35 歳以上で第 1 子を出産する女性(高年初産婦)の割合は、2000 年の

6.4％から 2019年には 21.1%へ大きく上昇し、出産の高齢化が進んでいる[図 2-7]。 

 

図 2-7 出生数と高年初産婦率の推移 

(厚生労働省（2000年～2019年）「人口動態調査」を基に日立コンサルティングが作成) 

 

35歳以上での妊娠・出産には多くのリスクがあり、母体に対しては妊娠高血圧症候群などの妊娠合

併症や出産時の帝王切開、胎児に対しては先天異常や死産がある。特に死産率については、図 2-8に

示すように、40歳～44歳で大きく上昇する。 
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図 2-8 各世代別の周産期死亡率(2019年) 

(厚生労働省（2019年）「人口動態調査」を基に日立コンサルティングが作成) 

 

(2)  不妊治療 

女性は年齢が上がるにつれて卵子の数が減少し、卵子の質が低下すると言われている7。また、年齢

の上昇とともに不妊の原因となる子宮内膜症などの発生率も上昇し、妊娠が難しくなると考えられて

いる8。 

世界保健機構（WHO）の定義では、不妊は「12 カ月以上に亘って定期的な避妊法を行わずに性交し

ても妊娠に至らないと定義される男性または女性の生殖器系の疾患」とされている9。不妊の原因には

排卵因子、卵管因子、子宮因子などの女性起因のもの、造精機能障害、性機能障害、精路通過障害な

どの男性起因のものがある。不妊は女性にのみ原因があると考えられがちだが、図 2-9に示すように

男性に起因する不妊及び男女両方に起因する不妊はそれぞれ全体の約 24％にも上り、不妊は夫婦やパ

ートナーで取り組むべき課題であると言える。 

 

図 2-9 不妊の原因 

 
7 一般社団法人日本生殖医学会「Q24．加齢に伴う卵子の質の低下はどのような影響があるのですか？」 

http://www.jsrm.or.jp/public/funinsho_qa24.html （参照 2021年 3月 19日） 
8 一般社団法人日本生殖医学会「Q22．女性の加齢は不妊症にどんな影響を与えるのですか？」 

http://www.jsrm.or.jp/public/funinsho_qa22.html （参照 2021年 3月 19日） 
9 公益社団法人日本 WHO協会「不妊」  

https://japan-who.or.jp/factsheets/factsheets_type/infertility/ (参照 2021年 3月 11日) 
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(世界保健機構(1996年)の調査を基に日立コンサルティングが作成) 

 

日本では、不妊治療を受けている夫婦も多い。2015 年時点の妻が 50 歳未満の夫婦を対象とした調

査では、不妊治療を受けたことがある夫婦は全体で 18.2％、子どものいない夫婦では 28.2％に上り、

また、不妊を心配したことがある夫婦は全体で 35.0％、子どものいない夫婦では 55.2％にも上る10。

2018 年には生殖補助医療（体外受精、顕微授精、凍結胚を用いた治療）で約 5.7 万人（約 16 人に 1

人）が生殖補助医療で誕生している11。 

図 2-10のとおり、日本は諸外国と比較し、体外受精の実施数が多いが、成功率（1周期あたりの出

生率）が非常に低い [図 2-11]。その要因の一つとして、不妊治療に取り組む年齢の高さが考えられ

る。生殖補助医療における妊娠率・生産率は 35歳を境に大きく下がり、一方で流産率が上がる傾向に

ある [図 2-12]。日本の年齢別の総治療周期数から不妊治療を受ける女性は 35歳から 44歳がボリュ

ームゾーンであり、不妊治療に取り組む年齢が高い。これが成功率の低さの一因となっていることが

考えられる。 

 

図 2-10 各国の体外受精の実施数(2012年) 

(「Jacques de Mouzon, et al (2020」12を基に日立コンサルティングが作成) 

 

 
10 国立社会保障・人口問題研究所（2015年）「第 15回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）」 
11 公益社団法人日本産科婦人科学会(2018年)「2018年 ARTデータブック」 
12 Jacques de Mouzon, et al (2020) ”International Committee for Monitoring Assisted Reproductive Technologies world 

report: assisted reproductive technology 2012” Human Reproduction, 35(8), 1900-1913 
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図 2-11 各国の体外受精の成功率(2012年) 

(「Jacques de Mouzon, et al (2020)」12を基に日立コンサルティングが作成) 

 

 

図 2-12 生殖補助医療による年齢別の妊娠率、生産率、流産率(2018年) 

(公益社団法人日本産科婦人科学会(2018年)「2018年ARTデータブック」を基に日立コンサルティングが作成) 
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図 2-13 年齢別の総治療周期数(2018年) 

(公益社団法人日本産科婦人科学会(2018年)「2018年ARTデータブック」を基に日立コンサルティングが作成) 

 

不妊治療の流れを図 2-14に示す。①不妊治療のための検査、②原因の治療については公的医療保

険適用がされるが、③人工授精・生殖補助医療は現在保険が適用されない。医療機関によって異なる

が、人工授精が 1回 1～3万円、体外受精などの生殖補助医療では 1回 20～70万円の費用がかかると

いわれている13。 

ただし、体外受精、顕微授精などの生殖補助医療や、男性に対する治療については、特定不妊治療

として、国や自治体からの助成が受けられる。さらに、2021年 1月からは支援内容が表 2-2のように

拡充され、2022年 4月からは特定不妊治療に対して公的医療保険が適用される予定である。 

 

 

図 2-14 不妊治療の流れ 

 
13 厚生労働省(2018年)「『不妊のこと、１人で悩まないで』－「不妊専門相談センター」の相談対応を中心とした取組に関する調査

－」 
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図 2-15 仕事と不妊治療の両立(2017年) 

(厚生労働省資料16を基に日立コンサルティングが作成) 

 

(4)  卵子凍結 

女性のキャリアプランとライフプランを両立するための選択肢として、卵子凍結が注目されている。

卵子凍結には、悪性腫瘍の治療等、医学的介入により性腺機能の低下をきたす可能性を懸念する場合

に、未受精卵子あるいは卵巣組織を凍結保存する「医学的適応卵子凍結」、加齢等の要因により性腺機

能の低下をきたす可能性を懸念する場合に、未受精卵子あるいは卵巣組織を凍結保存する「社会的適

応卵子凍結」がある。17キャリアプランとライフプランの両立の観点から計画的に妊娠時期を遅らせ

るための卵子凍結は、社会的適応卵子凍結にあたる。 

卵子凍結から妊娠までの大まかな流れを図 2-16に示す。排卵誘発剤などで排卵を促し、卵子を採

卵した後、凍結保存を行う。妊娠を希望するタイミングで卵子を融解し、体外受精・胚移植を行い、

妊娠に至る。 

医療機関や使用する薬剤によって費用が異なるが、卵子凍結保存までに 20～30万円、卵子の保管料

として年数万円以上の費用がかかる。現在は、医学的適応卵子凍結、社会的適応卵子凍結のいずれも

医療保険が適用されておらず、自費負担となる。一部の自治体では、医学的適応卵子凍結に対して一

部の費用を負担する助成事業を行っている18。 

 
17 一般社団法人日本生殖医学会「倫理委員会報告「未受精卵子および卵巣組織の凍結・保存に関するガイドライン」」 

http://www.jsrm.or.jp/guideline-statem/guideline_2013_01.html （参照 2021年 3月 11日） 
18 都道府県では三重県、埼玉県、静岡県等で実施。市町村では千葉県館山市、群馬県高崎市等で実施。 
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図 2-16 卵子凍結から妊娠までの流れ 

（調査を基に日立コンサルティングが作成） 
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えている。 

・ アプリケーションの共同運営を考えており、ホルモン測定後のサービ

ス拡大や、医療機関との連携を強化していきたいと考えている。 

・ 不妊治療に繋げる物販はまだ弱いと考えており、生理用品以外の新た

な商品を出せるか検討している。 

・ 中国向けのサービス拡大も検討。メディカルツーリズム企業との連

携、アプリの中国展開も検討している。 

・ 検査機関連携：不妊治療の世界はまだ研究論文が少ないため、他の検

査機関と連携し、臨床データを収集したいと考えている。これだけの

検査数をもっている機関は少ないため、何かしらの形で情報公開をし

ていきたい。 
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ると感じている。そのため直接話すべきところについては時間を設け

つつ、そうではないところに関してはもう少し効率の良い手段で対応

できる仕組みを模索している。蓄積されたたくさんのデータを活用

し、なるべくその人にあった情報を提供するというハイブリッドな仕

組みが解決策になると考えている。 

・ 利用者の費用負担がない状態で拡大していくことは簡単ではない。価

格を安くすれば利用し易くなるが、対応する医療者はほぼボランティ

アになってしまい、サービスの質や継続性が担保できないなどのジレ

ンマが生じる。今後も考えていかなければならない点だと感じてい

る。 
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2.5.  更年期分野 

2.5.1.  背景 

(1)  更年期 

女性の閉経前の 5年間と閉経後の 5年間とを合わせた 10年間を「更年期」と呼ぶ。男性では 30歳

代をピークに、男性ホルモンであるテストステロンが緩やかに減少するが、女性では女性ホルモンで

あるエストロゲンが 30代から低下を始め、40代以降で大きく低下していく[図 2-17]。これによって

「更年期症状」が現れる。更年期症状としては、のぼせ25、ほてり26、発汗などのホットフラッシュや、

気分の落ち込み、イライラなどの精神症状もある。代表的な治療方法としては、ホルモン補充療法（HRT）、

漢方薬、向精神薬の服用があげられる。 

 

図 2-17 年齢によるエストロゲンの変化 

(出典：公益社団法人日本産科婦人科学会27) 

 

(2)  更年期症状が働く女性に及ぼす影響 

閉経時期は人によって異なるため、45 歳から 59 歳までを更年期世代とすると、この世代の働く女

性は全国で約 1,019万人。女性就業者の約 33％が更年期世代に該当し、この割合は年々増加している

[図 2-18]。 

 
25 頭や顔に起こる異常な熱感 
26 身体全体に起こる異常な熱感 
27「制作・発行「公益社団法人 日本産科婦人科学会」、刊行物名「HUMAN+ 女と男のディクショナリー」、頁数「p116」、著者名:タイ

トル「髙松潔：男性にも更年期はあるの？」、発行年「2018年 9月 30日 改訂第二版発行 
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図 2-18 働く女性に占める更年期世代の割合の推移 

(総務省統計局(2015年～2019年)「労働力調査」を基に日立コンサルティングが作成) 

 

2018 年の調査で 40 歳以上を対象に更年期症状があると回答した人のうち、更年期症状により仕事

のパフォーマンスに影響があると回答した人は 95％、元気な状態と比較してパフォーマンスが 50％

以下になると回答した人は全体の 46％にも上る[図 2-19]。さらに、35 歳から 59 歳までの更年期を

自覚している女性を対象にした 2014 年の調査では更年期症状で昇進を辞退した人は約 50％、仕事を

辞めたことがある人は約 17％にものぼる[図 2-20]。 

 

図 2-19 更年期症状による仕事のパフォーマンスへの影響（元気な状態を10点とする） 

(日本医療政策機構（2018年）「働く女性の健康増進に関する調査2018」を基に日立コンサルティングが作成) 

 



 42 

 

図 2-20 更年期症状による昇進、退職への影響(2014年) 

(ホルモンケア推進プロジェクト（2015年）「女性の体調と仕事に関する調査」を基に日立コンサルティングが作成) 

 

一方、更年期に関する症状があった場合でも何も対処をしていない人が多い[図 2-21]。 

 

図 2-21 更年期症状への対処 

(日本医療政策機構（2018年）「働く女性の健康増進に関する調査2018」を基に日立コンサルティングが作成) 
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2.6.  婦人科系疾患分野 

2.6.1.  背景 

(1)  乳がん 

代表的な婦人科系疾患として乳がんがある。乳がんの約 90％は乳管から発生し、乳管がんと呼ばれ

る。小葉から発生する乳がんが約 5～10％あり、小葉がんと呼ばれる。 

日本では乳がんは年間約 33万人が発症し、生涯がん罹患リスクは 10.6%にも上る28。40歳から 79歳

の女性でもっとも多いがんが乳がんである。また、図 2-22に示すように、年間約 1.5万人が乳がん

によって亡くなっており、死亡者数は増加傾向にあるが、50 歳から 69 歳までの乳がん検診受診割合

は、日本は約 40％と諸外国と比較し低い[図 2-23]。 

 

 

図 2-22 乳がんの死亡者数の推移 

(厚生労働省(2010年～2019年)「人口動態調査」を基に日立コンサルティングが作成) 

 

図 2-23 50歳～69歳の乳がん検診受診率 

(OECD (2015)「OECD Health Data」を基に日立コンサルティングが作成)29 

 

 
28 国立がん研究センターがん対策情報センター「がん登録・統計」 
29 乳がん検診の対象年齢は国によって異なるため、比較可能な 50歳から 69歳を対象とした。例えば日本では乳がん検診は 40歳から

推奨とされているが、イギリスでは 50歳から 71歳が検診対象となっている。 
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(2)  子宮頸がん 

子宮頸がんは、子宮頸部の入り口である外子宮口のあたりに発生するがんである。がんが発見され

る前の段階として、子宮頸部の組織にがんに進行する可能性がある細胞が増え、異形成が生じる。子

宮頸がんのほとんどは、ヒトパピローマウイルス（HPV）による感染が原因である。 

日本では毎年約 1万人の女性が子宮頸がんを発症し、生涯がん罹患リスクは 1.3%である 28。図 2-24

に示すように、年間約 3,000人が亡くなっている。 

定期的に検診を受ければ、がんになる前の異形成の段階で見つけることが可能と言われているが、

20歳から 69歳までの子宮頸がん検診受診割合は、日本は約 40％と諸外国と比較し低い[図 2-25]。 

 

図 2-24 子宮頸がんの死亡者数の推移 

(厚生労働省(2010年～2019年)「人口動態調査」を基に日立コンサルティングが作成) 

 

 

図 2-25 20歳～69歳の子宮頸がんの検診受診率 

(OECD (2015)「OECD Health Data」を基に日立コンサルティングが作成) 
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(3)  子宮内膜症 

子宮内膜症は、子宮内膜またはそれに似た組織が何らかの原因で、本来あるべき子宮の内側以外の

場所で発生し発育する疾患である。子宮内膜症は、女性ホルモンの影響で月経周期に合わせて増殖し、

月経時の血液が排出されずにプールされたり、周囲の組織と癒着をおこして月経痛をもたらしたりす

る30。その他、性交痛や排便通があるケースもある。近年は女性の妊娠・出産の回数が減り、女性が生

涯で経験する月経回数が大きく増えている。それによって子宮内膜症を発生し易くなったと考えられ

ている31。 

日本国内で、子宮内膜症で医療機関を受診した人は年間約 6.7 万人いるが32、子宮内膜症患者数は

260万人以上いると推計されている 31。つまり、単なる月経痛と考え、婦人科の受診をしていない女性

が多いと考えられる。子宮内膜症は不妊の原因にもなると言われているため、月経痛などの症状があ

る場合は、早期に婦人科の受診が望まれる。 

 

 

  

 
30 公益社団法人日本産科婦人科学会「子宮内膜症」 

http://www.jsog.or.jp/modules/diseases/index.php?content_id=9 （参照 2021年 3月 11日） 
31 子宮内膜症啓発会議（2013年）「子宮内膜症 Fact Note」 
32 厚生労働省（2017年）「患者調査」 
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2.7.  セクシャルウェルネス分野 

2.7.1.  背景 

セクシャルウェルネス(セクシャルヘルス)とは、世界保健機構（WHO）の定義によると、「セクシュ

アリティに関連する身体的、感情的、精神的、社会的幸福の状態」である33。 

セクシャルウェルネス分野については、他の分野と比較し、学術論文、調査などの入手可能な情報

が乏しい。これは、セクシャルウェルネスがタブー視されてきたためと考えられる。 

実際に、2019年米国 Consumer Electronic Show (CES)において、Lora DiCarlo社の女性用バイブ

レータ『Ose』が「非道徳的」「わいせつ」という理由から、1 度受賞したイノベーション賞を撤回さ

れ、さらに展示を拒否された。CES では、2017年に男性向けの VRポルノ、2018 年に男性向けのセッ

クスロボット『Harmony』が展示されているにもかかわらず、女性用バイブレータ『Ose』が受賞を取

消され、展示拒否されたことは、性差別、女性の性の軽視であると物議をかもした。その結果、CESは

2020年に『Ose』にイノベーション賞を返還し、試験的に男女を問わない形で「Sex Tech」の分野を

設けるに至った。 

近年は、『Ose』以外にもたくさんの女性向けセクシャルウェルネス製品・サービスが登場している

が、その多くが女性によって考案・開発されている。このような女性たちの女性のセクシャルウェル

ネスはもっとオープンになるべきであるという発信や女性自身の価値観の変化により、セクシャルウ

ェルネス分野のタブー視は徐々になくなりつつある。今後は、健康への影響などの科学的な研究など

が行われることも期待したい。 

 

  

 
33 世界保健機構「Sexual health」 

https://www.who.int/health-topics/sexual-health （参照 2021年 3月 11日） 
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3.  フェムテック産業の拡大・定着にまつわる諸課題と対応策 
フェムテックは、女性の健康や心身と密接に関わる産業であるため、製品やサービスの開発、提供

に際しては各種制度や倫理等、考慮すべき点が多数ある。本章では実態調査やヒアリングで挙がった

声をもとに、図 3-1に挙げた 5つの諸課題について整理する。 

 

図 3-1 製品・サービスの開発、提供における諸課題 

（調査を基に日立コンサルティングが作成） 
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特集 1 フェムテック関連製品の普及に向けたルールのあり方 

フェムテックの普及促進に向けて、国でも、2020年 10月にフェムテック振興議員連盟が発足し、

フェムテック関連製品のルールに関する課題が検討されている37。以下に主な課題を 3つ紹介する。 

 

〇課題 1: 基準が未整備 

近年新たに登場したフェムテック関連製品の多くは、その新規性から、薬事該当性を含め、薬機

法においてどのように位置づけるべきかが整理されていない場合がある。また薬事該当性がある場合

であっても、各製品について汎用的に用いることのできる基準が整備されていない状況にある。 

 

〇課題 2: 承認審査に時間がかかる 

厚生労働省へのヒアリングにおいては、医療機器などの承認審査にかかる期間は欧米に比べてそ

ん色なく短期間で済んでいるという報告があったが、フェムテック関連製品についていえば、国内の

事業者がフェムテック関連製品を薬事該当製品として市場に出そうとしても、薬機法上の位置づけや

承認等の審査に係る期間や費用の見込みを把握できず、承認申請に至るまでに長期間を要したり、承

認申請すること自体を断念するといった事例がみられ、事業者が高いハードルを感じている状況にあ

る。 

 

〇課題 3: 国際基準との整合が必要 

(フェムテック関連)のデバイスについては、海外では既に薬事承認されている事例があるものの、

我が国において「医療機器」として承認された事例がないため、そもそも「医療機器」の分類(クラス

I～IV)のいずれに該当するか、また製品の主要な機能を示す「一般名称」をどうするかといった問題

がある。グローバルスタンダードとの整合を図りながら迅速に定めるべきである。 

  

 
37 フェムテック振興議員連盟 (2021年 3月) 「フェムテック関連製品の普及に向けた政策の推進に関する提言」(案)  
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4.  働き方・暮らし方の変革による女性のウェルビーイング実現、経済

に与えうるインパクトの潜在性・可能性についての考察 
 

ここまで、フェムテック産業の実態調査、当該産業の拡大・定着にまつわる諸課題の抽出を行った。

これらの結果を踏まえ、フェムテック等のテクノロジーを通じて、どのように働く女性の働き方・暮

らし方の変革が実現し、ウェルビーイングが実現するのか、そのウェルビーイングが経済にどのよう

なインパクトを与えうるのかといった潜在性・可能性について考察を行った。 

 

4.1.  分析の方法、前提条件等 

4.1.1.  分析概要 

本調査では、試行的に「1.月経分野」「2.妊娠・不妊分野」「3.更年期分野」の 3つの分野で下

記の手順で分析を行った。 

 

図 4-1 女性のウェルビーイング実現、経済に与えうるインパクトの分析方法 

 

分析① テクノロジー等の活用によりもたらされる変革の整理 

2 章で調査した様々なフェムテックサービスを、対象分野、サービス種類別に分類の上、それ

ぞれのサービスが実現する効果を定性的に整理した。 

整理に際しては、各サービスが実現する直接的な効果を抽出後、2～3程度の要素にとりまとめ

ている。 

 

分析② 女性のウェルビーイング実現への寄与の整理 

分析①で整理した効果が、それぞれの分野で健康課題に直面する女性の暮らし方、働き方にど

のようなよい影響が生じるかを整理した。具体的には、不妊治療に伴う離職など、2 章で取り上

げた社会課題がどの程度改善されうるかを、可能な限り定量的に整理した。 

 

分析③ 経済全体に及ぼす効果の分析 

分析②で整理した女性のウェルビーイング実現への寄与が、社会全体でどの程度の影響をもた

らすか整理した。目標年次は 2025年に設定し、「フェムテックによるウェルビーイング実現がな
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い場合」と「フェムテックによるウェルビーイング実現がある場合」それぞれについての女性の

勤労者数等のシミュレーションを行い、両者を比較することで、フェムテックによるウェルビー

イング実現により、仕事を継続することができた女性の数等を推計した。 

この結果に、年代別、役職別等の平均給与を乗じて経済効果を推計した。 

あわせて、女性の正規雇用率（世代内の全女性雇用者に対する正規雇用者の比率）、女性の管理

的職業従事比率（100 人以上の企業における、係長相当職、課長相当職、部長相当職について女

性が占める割合）についても、女性活躍促進という観点から推計した。 

 

4.1.2.  分析全体の前提条件 

本分析全体に係る前提条件は以下の通りである。 

· 目標年次は 2025年を対象とした。（一部の項目は 2024年） 

· 「1. 月経分野」に関しては、E. Tanakaらの調査結果（2013年）をもとに 15～49歳世代

の女性をターゲットとして分析を行った。 

· 「2. 妊娠・不妊分野」に関しては、2020年時点で 30～44歳世代の女性をターゲットとし

て分析を行った。 

· 「3. 更年期分野」に関しては、2020年時点で 40～54歳世代の女性をターゲットとして分

析を行った。 

· なお、「2. 妊娠・不妊分野」「3. 更年期分野」においては、5歳階層別のコーホート分析

によるシミュレーションを行うことで、より実態に近づくよう工夫を行っている。 

個々の分析に係る前提条件は、各項にて記載する。 

 

4.1.3.  経済全体に及ぼす効果 

各分析により得られた結果を整理すると、2025 年時点での経済効果は約 2.2 兆円/年と推計さ

れた。内訳及びその他の指標の変化は下記の通りである。 

 

「1. 月経分野」 

経済効果  ：約 2,400億円/年  

「2.妊娠・不妊分野」 

経済効果  ：約 3,000～5,000億円/年  

正規雇用者数 ：約 7.1～9.6万人増 

女性の正規雇用者比率：約 0.2～0.3％増 (対象世代 35～49歳：2025年時点の平均) 

女性管理職比率 (対象世代 35～49歳：2025年時点の平均) 

係長相当職  ：約 0.13～0.22％増 

課長相当職 ：約 0.06～0.10％増 

部長相当職 ：約 0.05～0.08％増 

出生数  ：約 1.2～1.7万人/年 増(合計特殊出生率 0.017～0.025に相当) 

「3. 更年期分野」 

経済効果  ：約 13,400億円/年  

正規雇用者数 ：約 16万人増 

女性の正規雇用者比率：約 0.8％増  (対象世代 45～59歳：2025年時点の平均) 

女性管理職比率 (対象世代 45～59歳：2025年時点の平均)  

係長相当職  ：約 0.8％増 

課長相当職 ：約 0.7％増 
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部長相当職 ：約 0.4％増  
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4.2.  月経分野 

4.2.1.  テクノロジー等の活用によりもたらされる変革 

月経分野では、過去の生理日から次の生理日や排卵日を予測する月経管理アプリの普及が進ん

でいる。この機能が拡張され、低用量ピル（OC/LEP）の服薬支援等の治療に結びつけるような動

きが見られる。 

 

 

図 4-2 月経分野における、テクノロジー等の活用によりもたらされる変革 

 

(a)  健康管理/トラッキング 

ルナルナ(株式会社エムティーアイ)に代表される月経管理アプリが代表的。あわせて PMS、月

経に関する異常症状に関する正しい知識を提供することで、適切な治療へ導く役割を担っている。 

 

(b)  医療支援 

ルナルナ(株式会社エムティーアイ)の機能の 1つとして、低用量ピル（OC/LEP）の服薬支援機

能がある。この領域のアプリが普及することで、低用量ピルの活用が促進されれば、PMS や月経

に関する異常症状の軽減が期待できる。 

 

4.2.2.  フェムテック活用による女性のウェルビーイング実現への寄与、分析・考察 

PMS、月経に関する異常症状で悩む女性が、症状軽減に資する情報を得て、低用量ピルの服用な

ど症状軽減のための対処を行うことが一般化すれば、PMS、月経に関する異常症状に伴うパフォー

マンス低下を軽減させる効果があるものと期待される。 

 

 

図 4-3 月経分野における、フェムテック活用による女性のウェルビーイング実現への寄与 

 

(a)  PMS、月経に関する異常症状に伴うパフォーマンス低下軽減 

2 章で触れた通り、月経に関連した症状により仕事のパフォーマンスに影響がある人と回答し

た人は94％、元気な状態と比較してパフォーマンスが50％以下になると回答した人は全体の45％
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にも上る[図 2-4]。 

 

図 4-4 月経に関連した症状による仕事のパフォーマンスへの影響（元気な状態を10点とする） 

【再掲】(日本医療政策機構（2018年）「働く女性の健康増進に関する調査2018」を基に日立コンサルティングが作成) 

 

一方で、月経に関する症状があった場合でも何も対処をしていない人が多く[図 4-5]、PMSの

症状緩和に効果があると言われている低用量ピルの服用率は、日本では 0.9％と諸外国と比較し

非常に低い[図 4-6]。これまで PMS、月経に関する異常症状に対し特に何の対処も行っていなか

った女性が、フェムテックサービスの利用により正しい情報を入手することで、これらの利用が

促進され、PMS 及び月経に関する異常症状に伴うパフォーマンス低下が軽減されていくものと考

えられる。 

 

図 4-5 月経に関連する症状への対処【再掲】 

(日本医療政策機構（2018年）「働く女性の健康増進に関する調査2018」を基に日立コンサルティングが作成) 
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図 4-6 低用量ピルの服用率【再掲】 

(国連経済社会局人口部（2019年）「WORLD CONTRACEPTIVE USE 2019」を基に日立コンサルティングが作成) 

 

月経分野のフェムテックサービスが普及することで、PMS、月経に関する異常症状への対処が他

の健康課題と同様に行われると想定すると、2025年には何の対処もしていない人の割合は約

32.5％程度45まで減少すると想定される。 

 

図 4-7 健康に気をつけている人の割合 

(マイボイスコム株式会社(2019年)「健康意識に関するアンケート調査（第5回）」46を基に日立コンサルティングが作成) 

  

 
45 [図 4-7]健康に気を付けている人の割合 の 2019年調査結果における「どちらともいえない」「あまり気を付けていない」「まった

く気をつけていない」と回答した人の合計割合 
46 マイボイス株式会社「[25011] 健康意識に関するアンケート調査（第 5回）」

https://myel.myvoice.jp/products/detail.php?product_id=25011 (参照 2021年 3月 19日) 
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4.2.3.  経済に与えうるインパクトの潜在性・可能性についての考察 

PMS、月経に関する異常症状に対し特に何の対処も行っていなかった女性が、情報を得て適切な治療

などの対処を行うことで、社会全体での労働損失が軽減するものと考えられる。 

試算の結果、労働損失軽減による経済効果は 2,400億円/年と推計された。 

 

 

図 4-8 月経分野における、フェムテック活用による女性のウェルビーイング実現への寄与が

経済全体に及ぼす効果 

 

月経によるパフォーマンスの低下や、欠勤、作業時間の低下を換算すると、労働損失は約 4,911億

円にのぼると言われている47。 

上記の数字は、多くの女性が PMS、月経に関する異常症状に対し何の対処も行っていない場合の数

字である。フェムテックの普及により、対処を行う女性が増加することで、社会全体の労働損失額も

比例して減少するものと仮定し、減少金額を試算した。 

 

【仮説】 

2018年時点で、PMSへの対処を行っていない女性の割合は 63.0％[図 4-5]。これが 2025年まで

に 32.5％[図 4-7]48まで減少すると仮定する。 

PMS、月経に関連した症状によるパフォーマンス低下も、未対処者の減少に比例して減少するもの

と仮定する。 

 

【試算】 

2018年時点の PMS・月経に関連した症状による労働損失は 4,911億円/年 47。 

これが PMSへの対処を行っていない女性の割合の変化（2018年：63.0％ ⇒ 2025年：32.5％）

と同様に比例することから、2025年時点の労働損失額は 

 

4,911億円/年 × 
32.5%

63.0%
  ＝ 2,533億円/年  

 

となる。この損失額の差分がフェムテックによる経済効果と考えられることから、 

 

4,911億円/年 － 2,533億円  ＝  2,378億円/年 

 
47 Tanaka E, et al (2013) ”Burden of menstrual symptoms in Japanese women: results from a survey-based study” Journal of 

Medical Economics, 16(11), 1255-66 
48 [図 4-7]健康に気を付けている人の割合 の 2019年調査結果における「どちらともいえない」「あまり気を付けていない」「まった

く気をつけていない」と回答した人の合計割合 
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約 2,400億円/年の経済効果があると推計される。 
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4.3.  妊娠・不妊分野 

4.3.1.  テクノロジー等の活用によりもたらされる変革 

「2.3.2. フェムテック事業者が提供する製品・サービス」で示した通り、妊娠・不妊分野で多

くのフェムテック製品・サービスが生まれており、製品・サービスの範囲も専門家相談/サポート、

健康管理/トラッキング、簡易検査キット、医療支援、その他卵子凍結など、幅広く提供されてい

る。 

これらの製品・サービスが普及することで、下記の効果が得られると考えられる。 

· 不妊治療の負担軽減 

· 不妊治療の精度・成功率向上 

· 不妊治療に対する理解促進 

 

 

図 4-9 妊娠・不妊分野における、テクノロジー等の活用によりもたらされる変革 

 

(a)  専門家相談/サポート 

ファミワン(株式会社ファミワン)、cocoromi(vivola株式会社)などの専門家相談やサポートサ

ービスは、経験や知識が豊富な相談員が不妊治療に取り組む女性の悩み事や辛さを聴き、適切な

助言をしたり、自身と類似した不妊治療経験者の成功データを参照できたりすることで、女性の

不安・ストレスを軽減すると同時に、不妊治療に関する正しい知識を提供する役割を担っている。 

 

(b)  健康管理/トラッキング 

ルナルナ、ルナルナ メディコ(株式会社エムティーアイ)等の月経記録アプリは、患者が月経周

期や基礎体温の情報を問診票に転記していた作業を不要とするなど、問診の効率化・患者の負担

軽減の効果が期待できる。 

また、これらアプリに蓄積したデータを基に研究を進めることで、排卵日の予測精度が向上し、

効果的な妊活タイミング提示ができるようになるなど、将来的には不妊治療自体の精度、成功率

を高める効果も期待される。 

 

(c)  簡易検査キット 
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卵巣年齢チェック(株式会社 F Treatment)、精子運動率チェック(株式会社リクルートライフス

タイル)などの検査キットは、これまで産婦人科や泌尿器科に行くことでしか分からなかった生

殖能力のチェックのハードルを下げ、より若いうちからの不妊治療の必要性を気づかせる効果が

ある。これにより、不妊治療の開始年齢を下げる効果が期待される。 

 

(d)  医療支援 

周産期における遠隔医療(メロディ・インターナショナル株式会社)に加え、不妊治療において

も遠隔診療が普及することで、不妊治療、周産期の通院負担を軽減する効果が期待できる。 

 

(e)  卵子凍結 

Grace Bank(株式会社グレイスグループ)等の卵子凍結サービスは、若い時の卵子を活用するこ

とによる、事実上の不妊治療開始年齢低下と、妊娠・出産時期の選択の幅を広げることにより、

仕事と出産の両立を助ける効果が期待できる。 

 

4.3.2.  フェムテック活用による女性のウェルビーイング実現への寄与、分析・考察 

これら不妊治療への効果を踏まえると、女性の暮らし方/働き方へは下記 5 つのよい影響が生

じると考えられる。 

(a)  不妊治療に伴う離職減 

(b)  不妊治療のための雇用形態変更減 

(c)  仕事との両立のための不妊治療中断減 

(d)  不妊治療実施増 

(e)  不妊治療の早期開始 

 

 

図 4-10 妊娠・不妊分野における、フェムテック活用による女性のウェルビーイング実現への

寄与 

  



 95 

(a)～(c) 不妊治療に伴う離職の削減、雇用形態変更減、仕事との両立のための不妊治療中断減 

 

不妊治療を行う女性には身体的、精神的な負担が多い。そのため、仕事と不妊治療の両立がで

きず、23％が仕事を離職し、10％が雇用形態を変えている。また不妊治療を断念した人が 10％に

も上る。 

 

図 4-11 仕事と不妊治療の両立【再掲】 

(厚生労働省資料49を基に日立コンサルティングが作成) 

 

フェムテックの普及、活用により不妊治療の負担軽減が実現されれば、不妊治療と仕事との両

立が可能となる女性の割合が増え、(a)不妊治療に伴う離職、(b)雇用形態の変更、(c)不妊治療中

断を選択する割合は減少するものと考えられる。 

 

図 4-12 仕事と不妊治療の両立が出来なかった理由 

(厚生労働省資料50を基に日立コンサルティングが作成) 

 

仕事と不妊治療の両立が出来なかった理由としては、図 4-12のように精神的な負担、通院に

 
49 厚生労働省(2018年)「平成２９年度不妊治療と仕事の両立に係る諸問題についての総合的調査研究事業 調査結果報告書」 
50 厚生労働省(2018年)「平成２９年度不妊治療と仕事の両立に係る諸問題についての総合的調査研究事業 調査結果報告書」 
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ともなう時間拘束、体調・体力面の負担等が挙げられている。本調査では、フェムテックサービ

スによるこれら負担の低減効果を定量的に明らかにするには至らなかったが、現在提供されてい

るフェムテックサービスはこれら負担の軽減に一定程度資すると考えられ、今後の利用拡大も期

待される。 

2025 年時点において、(a)不妊治療に伴う離職、(b)雇用形態の変更、(c)不妊治療中断がフェ

ムテックサービスの普及に伴い現状より概ね 30～50％まで減少すると仮定すると、それぞれの割

合は下記の通りとなる。 

 

表 4-1 フェムテックサービスの普及に伴う、不妊と仕事を両立できない女性の割合変化推定 

 
(厚生労働省資料51を基に日立コンサルティングが作成) 

  

 
51 厚生労働省(2018年)「平成２９年度不妊治療と仕事の両立に係る諸問題についての総合的調査研究事業 調査結果報告書」 

2018年 実績値 30%減 50％減

(a)不妊治療に伴う離職 22.7% 15.9% 11.4%

(b)不妊治療に伴う雇用形態の変更 10.2% 7.1% 5.1%

(c) 仕事優先による不妊治療中断 25.0% 17.5% 12.5%
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図 4-14 年代別不妊についての不安と治療経験 

(国立社会保障・人口問題研究所(2015年)「第 15回出生動向基本調査（2015年）」を基に日立コンサルティングが作成) 

 

・不妊治療への保険適用等、国による助成措置の拡充 

またフェムテックにより不妊治療に関する理解が深まり、保険適用等で金銭的負担が軽減さ

れれば、生殖補助医療の実施数は上昇するものと想定される。 

 

・生殖補助医療に頼らない不妊治療の普及可能性 

一方でフェムテックによる不妊治療に関する理解が深まることで、いわゆる妊活等の取組が

早まると、生殖補助医療に頼らずに妊娠が可能となることも考えられる。 

 

このように、生殖補助医療の今後の伸びの予測については様々な要素があり、現時点での正確

な予測は困難であるが、以下の試算より年平均で 2％程度の成長となると仮定する。 

 

生殖補助医療の伸び率の試算 

不妊治療を実施する主要な年齢層を 30歳から 44歳とし、2014年から 2018年の 5年間52につ

いて、この年齢層の女性の人口と生殖補助医療の総治療周期数の比率を算出すると、表 4-2の

ように人口数に対して総治療周期数が増えていることが分かる。この増加が同じ割合で続くと

すると、2019年以降の比率は表 4-2の赤字の通り推計できる。 

 
52 生殖補助医療の総治療周期数の最新が公益社団法人日本産科婦人科学会「2018年 ARTデータブック」の 2018年のため 2014年から

2018年までの 5年とした。 
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(e)  不妊治療の早期開始 

不妊治療の成功率は加齢とともに低下する。よって不妊治療の開始年齢が下がれば治療成功率が

高まり、出生児数は増加する。 

 

図 4-15 生殖補助医療開始時期を早めた場合の出生児数シミュレーション 

（公益社団法人日本産科婦人科学会(2018年)「2018年ARTデータブック」を基に日立コンサルティングが作成） 

 

図 4-15は、2018年の生殖補助医療の実績値に、不妊治療開始時期を 1年、2年、3年早めた場合の

シミュレーションを重ねたものである。2018年時点で 40歳の女性の総治療周期数は 39,410件、出生

は 3,744 件55、生産率(出生数/総治療数)は 9.5％であるが、同時期の 39 歳の女性の生産率は 11.8％

である。仮に、40 歳の女性が 1 年早く不妊治療を開始していたとすると、単純計算では成功件数は

39,410件×11.8％＝4,650件となり、出生児数は 906人増加することとなる。同様に開始時期を 2年、

3 年早めると成功件数は 5,478 件、6,187 件となり、出生児数はそれぞれ 1,774 人、2,773 人増加す

る。 

全年代で試算56すると、開始時期を 1年早めることで約 6,400人の出生数増（増加率：11.6%）、2年

早めることで約 12,500人の出生数増（増加率：22.6%）、3年で約 18,000人の出生数増（増加率：32.5％

の増加が見込まれる。 

  

 
55 多胎率は考慮せず 
56 生産率のピークである 28～45歳までを対象に試算 
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表 4-4 生殖補助医療開始時期を早めた場合の出生児数シミュレーション

 

（公益社団法人日本産科婦人科学会(2018年)「2018年ARTデータブック」を基に日立コンサルティングが作成） 

 

フェムテックの普及により、不妊治療の成功にはより若い年代からの取組が重要という事実が

普及すれば、不妊治療開始年齢が今後低下していくものと予測される。 
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正規雇用者比率が高まると推測され

る。 

· (a)不妊治療に基づく離職減、(b) 不

妊治療のための雇用形態変更減の割

合は、いずれも 30 ～50％減と仮定し

た。 

 

雇用者数増分、非正規雇用者数増分を推計した。 

・増分に雇用形態・年代別の平均給与を乗じて、経済効

果を推計した。 

(2)女性管理

職比率増 

 

· (1)と同様に、不妊治療と仕事が両立

できなかった女性管理職(係長相当、

課長相当、部長相当職)が、仕事を辞め

たり、雇用形態を変更したりせずに済

むため、女性管理職数、及び各年代の

女性管理職比率が高まると推測され

る。 

· (a)不妊治療に基づく離職減、(b) 不

妊治療のための雇用形態変更減の割

合は、いずれも 30 ～50％減と仮定し

た。 

 

· 「(a)不妊治療に基づく離職減、(b)不妊治療のための

雇用形態変更減を考慮しない場合」と、「(a)(b)それぞ

れの影響がある場合」の２つのシナリオで 2025年の女

性の係長相当職、課長相当職、部長相当職人数をそれぞ

れ推計し、2つのシナリオの差分をフェムテックによる

女性管理職増加分として推計した。 

· 同様に男性の各役職者数も推計。各役職の男女比（女性

管理職）をシナリオ毎に推計し、その差分も効果として

抽出した。 

・人数増分に役職・年代別の平均給与を乗じて、経済効

果を推計した。 

(3)出生数・出

生率増 

· フェムテックが普及することによる

出生数増加、これを合計特殊出生率に

当てはめた場合の増分について推計

を行った。 

· 分析は下記３つの領域に分けて行っ

た。 

(a)生殖補助医療実施増による増分 

(b)不妊治療と仕事との両立による増

分 

(c)不妊治療開始時期早期化による増

分 

·   上記(a)～(c)の合計より、出生数増

加分を推計した上で、合計特殊出生率

増分を算出した。 

·  

(a)生殖補助医療実施増による増分 

生殖補助医療実施数が、2018～2025 年まで年率 2％の

割合で増加するという仮説に基づき、出生増分を推計

した。 

(b)不妊治療と仕事との両立による増分 

2018年時点で不妊治療実施者のうち、不妊治療と仕事

を両立できなかった女性は約 10％存在するが、これが

30 ～50％減少すると仮定し、これらの女性が不妊治療

に成功したとした場合の出生増分を推計した。 

(c)不妊治療開始時期早期化による増分 

生殖補助医療開始時期を早めた場合の出生児数シミュ

レーションに基づき、一定割合の女性が 1～2年間不妊

治療開始時期を早めた場合出生増分を推計した。 

 

上記の出生増分を合計特殊出生率の計算式に当ては

め、合計特殊出生率増分を推計した。 

 

・試算前提 

· 対象は、2020 年時点で 30～44 歳の女性（2025 年時点で 35～49 歳の女性）とした。但し、

分析(2)では入手資料の制約上、2019年時点で 30～44歳の女性（2024年時点で 35～49歳の

女性）とした。 

· 不妊治療実施率、不妊治療による離職率は正規、非正規、各役職とも同一と仮定した。 

· 不妊治療に伴う雇用形態変更率は、非正規雇用者は考慮せず、その他は同一と仮定した。 

· 分析(2)では、役職人数に上限は設定せず、新規の昇進者が増えても既存の役職者が退職す
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(a)雇用者数増減率の推

計 

2015～2020 年の女性の正規、非正規雇用者数の推移を基に、5 歳階級

別の正規雇用者、非正規雇用者増減率を算出。 

(b)2025 年の雇用者数

推計 

2025年の正規雇用者、非正規雇用者数を、(a)で求めた増減率に基づき

推計。 

 

(c)2025 年の不妊治療

実施者及び不妊治療に

伴う離職者、雇用形態変

更者数推計 

(b)で算出した正規雇用者、非正規雇用者数に、不妊治療実施率(A)、不

妊治療に伴う離職率(B)、不妊治療に伴う雇用形態変更室(C)を乗じて、

フェムテックによる改善効果がない場合の、不妊治療に伴う離職者数、

雇用形態変更者数を推計。 

 

(d)-①,② フェムテッ

ク普及による「不妊治療

に伴う離職者減少数」

「不妊治療に伴う雇用

形態変更者減少数」「正

規雇用者比率数推計」 

フェムテックにより、不妊治療に伴う離職者数、雇用形態変更者が減

少したとのシナリオに基づき、(c)で算出した 2025 年の不妊治療に伴

う離職者数、雇用形態変更者数に、フェムテックによる離職防止効果、

雇用形態変更防止効果（シナリオ①:50％減 シナリオ②：30％減）を

乗じて、離職者、雇用形態変更者減少数を推計。 

(e) -①,② 経済効果の

推計 

(d)で推計した正規雇用者増分、非正規雇用者増分にそれぞれの年代別

平均給与を乗じて、経済効果を推計 

 

(f) まとめ シナリオ①:50％減の場合を上限、シナリオ②：30％減の場合を下限と

し、(e) -①,②で求めた経済効果を整理。 

 

· 試算はシナリオ①（不妊治療に伴う離職防止効果(G)＝50％、不妊治療に伴う雇用形態変更防止

効果(H)=50%）から行い上記(a)～(e)までの試算を行った。 

· その後、シナリオ②（不妊治療に伴う離職防止効果(G)＝30％、不妊治療に伴う雇用形態変更防

止効果(H)=30%）について、結果が異なる(d)から試算を行った。 

· 推計結果はシナリオ①の場合を上限、シナリオ②の場合を下限とする、範囲を持たせたものと

した。 

 

➢ シナリオ①の場合 

 

(a)  雇用者数増減率の算出 

· 2015年および 2020年の女性の 5歳階級別雇用者を、厚生労働省資料61を基に整理、その上で、

コーホート別の正規、非正規それぞれの 5 歳階級別の増減率を抽出した。増減率の算出は下

記例のようにコーホート別に実施した。各世代がこの 5 年間でどれだけ増減したかを示した

数値となっている。 

例：2020 年の 30～34 歳の従業員数÷2015年の 25～29 歳の従業員数により 30～34 歳世代の

雇用者数増減率を算出 

 

 
61 厚生労働省(2021年)「労働力調査基本集計全都道府県全国四半期 」 
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表 4-7 年齢階層・雇用形態別女性雇用者数（2015年4Qと2020年4Qの比較） 

 

(厚生労働省(2021年)「労働力調査基本集計全都道府県全国四半期 」を基に日立コンサルティングが作成) 

 

この計算で得られた 5年間の 5歳階級別雇用者率を、以降の試算に利用する。 

 

表 4-8 女性・5歳階級・雇用形態別雇用者増減率（5年間） 

 

 

(b)  2025年の雇用者数推計 

· 2020 年 4Ｑの正規雇用者、非正規雇用者数に対し、(a)で推計した女性・5 歳階級・雇用形態

別雇用者増減率（5年間）[表 4-8]を乗じて、2025年 4Q時点の正規、非正規雇用者数を推計

した。・・・2-1,2-2 

 

表 4-9 2025年時点の 5歳階層・雇用形態別女性雇用者数推計 

 
 

 

(c)  2025年の不妊治療実施者及び不妊治療に伴う離職者、雇用形態変更者数推計 

2015年10～12月 女性 (万人）

25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

役員を除く雇用者 236 236 269

正規の職員・従業員 146 129 130

非正規の職員・従業員 90 107 140

正規雇用者比率 61.9% 54.7% 48.3%

2020年10～12月 女性

25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

役員を除く雇用者 234 259 299

正規の職員・従業員 148 140 150

非正規の職員・従業員 85 118 149

正規雇用者比率 63.2% 54.1% 50.2%

正規雇用者増加数(対2015、コーホート別) 2 11 20

非正規雇用者増加数(対2015、コーホート別) -5 11 9

1-1 正規雇用者増減率(対2015、コーホート別) 1% 7% 14%

1-2 非正規雇用者増減率(対2015、コーホート別) -6% 10% 6%

女性：年代別雇用者増減率 30～34歳 35～39歳 40～44歳

正規雇用者増減率 1% 7% 14%

非正規雇用者増減率 -6% 10% 6%

2020年10～12月 女性 (万人）

25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

役員を除く雇用者 234 259 299

正規の職員・従業員 148 140 150

非正規の職員・従業員 85 118 149

2025年推計 女性 (万人）

25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

役員を除く雇用者 253 286 327

2-1 正規の職員・従業員 159 160 167

2-2 非正規の職員・従業員 94 126 160

2-3 正規雇用者比率 62.9% 56.0% 51.1%
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表 4-10 2025年時点の5歳階層・雇用形態別不妊治療実施者及び離職者、雇用形態変更者数推計 

 

 

· 正規雇用者(2-1)、非正規雇用者(2-2)それぞれの年齢階層別に、該当する年齢の 5 歳階級別

不妊治療実施率(E)を乗じて、2020～2025年の不妊治療実施者数を推定・・・3-1,3-4 

(前提：不妊治療実施率は正規、非正規とも同一と仮定) 

不妊治療実施者数は、2.0%/年程度上昇するものと不妊治療増分は別途計上しているため、二

重計上になることからこちらには計上しない 

 

· 正規雇用の不妊治療実施者数(3-1)、非正規雇用の不妊治療実施者(3-4)に、不妊治療に伴う離

職率(B)を乗じて、2020～2025年での不妊治療に伴う離職者数を推定・・・3-2,3-5 

(前提：不妊治療による離職率は正規、非正規とも同一と仮定) 

 

· 正規雇用の不妊治療実施者数(3-1)に不妊治療に伴う雇用形態変更割合(C)を乗じて、2020～

2025年での不妊治療に伴う雇用形態変更者数を推定・・・3-3   

 

(d)  -①フェムテック普及による「不妊治療に伴う離職者減少数」「不妊治療に伴う雇用形態変更

者減少数」「正規雇用者比率数推計」 

 

フェムテック普及による離職者、雇用形態変更者減少数の推計 

 

表 4-11 フェムテックによる、不妊治療に伴う離職者及び雇用形態変更者減少数推計 

 

· (c)で推計した、不妊治療に伴う正規雇用の離職者数(3-2)、非正規雇用の離職者数(3-5)に対

し、フェムテックによる不妊治療離職防止効果(G)を乗じて、不妊治療に伴う離職者減少数を

推計・・・4-1,4-3 

(前提：フェムテックによる離職率減少効果は正規、非正規とも同一と仮定) 

 

· 不妊治療に伴う雇用形態変更者数(3-3)に、フェムテックによる不妊治療に伴う雇用形態変更

2025年推計 女性 (万人）

25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

正規の職員・従業員

3-1 不妊治療実施者数 17.1 19.9 21.4

3-2 不妊治療に伴う離職者数 3.9 4.5 4.9

3-3 不妊治療に伴う雇用形態変更者数 1.7 2.0 2.2

非正規の職員・従業員

3-4 不妊治療実施者数 10.1 15.6 20.5

3-5 不妊治療に伴う離職者数 2.3 3.5 4.6

(万人）

25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 総計

正規の職員・従業員 2.8 3.3 3.5 9.6

4-1 不妊治療に伴う離職者減 1.9 2.3 2.4 6.6

4-2 不妊治療に伴う雇用形態変更者減 0.9 1.0 1.1 3.0

非正規の職員・従業員 1.1 1.8 2.3

4-3 不妊治療に伴う離職者減 1.1 1.8 2.3 5.2
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防止効果 (H)を乗じて、不妊治療に伴う雇用形態変更者減少数を推計・・・4-2 

 

フェムテック改善効果を踏まえた、正規・非正規雇用者数、正規雇用者比率増分 

 

表 4-12 フェムテックによる、女性の正規雇用比率増加効果推計 

 

 

· (b)で推計した正規雇用者数(2-1)に、不妊治療に伴う離職者減少数(4-1)、不妊治療に伴う雇

用形態変更者減少数(4-2)を加え、フェムテック改善効果があった場合の、正規の職員・従業

員数を推計・・・5-1 

 

· (b)で推計した正規雇用者数(2-2)に、不妊治療に伴う離職者減少数(3-1)を加え、不妊治療に

伴う雇用形態変更者減少数(3-2)を差し引き(非正規への転換が減少したため)、フェムテック

改善効果があった場合の、非正規の職員・従業員数を推計・・・5-2 

 

· (5-1) ÷ ((5-1)+(5-2))より、世代内の正規雇用者比率を算出・・・5-3 

 

· (5-3)-(2-3) より、世代別正規雇用者比率増分を算出・・4-4 

 

(e)  -① 経済効果の推計 

 

表 4-13 女性の年齢階層・雇用形態別給与額 

 

(厚生労働省「令和元年賃金構造基本統計調査 役職別第１表」を基に日立コンサルティングにて作成) 

 

表 4-14 フェムテックによる、不妊治療に伴う離職、雇用形態変更の減少による経済効果 

 

 
· (d)-①で推計した、不妊治療に伴う正規職員の離職減少分(4-1)に正規従業員の平均給与(6-

1)、不妊治療に伴う正規職員の雇用形態変更減少分に正規従業員と非正規従業員の平均給与

(万人）

25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

役員を除く雇用者 256 290 331

5-1 正規の職員・従業員 162 163 171

5-2 非正規の職員・従業員 94 126 161

5-3 正規雇用者比率 63.3% 56.4% 51.5%

5-4 正規雇用比率増分 0.3% 0.3% 0.3%

女性従業者の平均年間給与(2019年) (千円)

25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

6-1 正規の職員・従業員 3,861 4,154 4,328 4,606 4,776

6-2 非正規の職員・従業員 2,579 2,577 2,620 2,624 2,615

(億円)

35～39歳 40～44歳 45～49歳 総計

7-1 正規雇用者離職者減による経済効果（給与増分） 841 1,039 1,162 3,042

7-2 正規雇用者雇用形態変更者減による経済効果（給与増分） 149 201 236 586

7-3 非正規雇用者離職者減による経済効果（給与増分） 300 465 608 1,373

合計 1,291 1,705 2,006 5,001
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の差分(6-1)-(6-2)、不妊治療に伴う非正規職員の離職減少分(4-3)に非正規従業員の平均給

与(6-3)を乗じて、給与増分を試算・・・7-1,7-2,7-3 

 

· この合計値である約 5,000億円/年を、フェムテックの発達、普及による、不妊に伴う離職

者、雇用形態変更者削減の経済効果と判断 

 

➢ シナリオ②の場合 

 

(a)～(c)まではシナリオ①と同様。(d) 『フェムテック普及による「不妊治療に伴う離職者減

少数」「不妊治療に伴う雇用形態変更者減少数」「正規雇用者比率数推計」』より、フェムテックに

よる不妊治療離職防止効果(G) 及び フェムテックによる不妊治療に伴う雇用形態変更防止効

果 (H) の数値を 30％として試算を行った。 

 

(d)  -② フェムテック普及による「不妊治療に伴う離職者減少数」「不妊治療に伴う雇用形態変

更者減少数」「正規雇用者比率数推計」 

 

(d)-① と同様に計算すると、下記の結果が得られた。 

表 4-15 フェムテックによる、不妊治療に伴う離職者及び雇用形態変更者減少数推計② 

 

 

表 4-16 フェムテックによる、女性の正規雇用比率増加効果推計② 

 

 

(e)  -② 経済効果の推計 

(d)-②の結果を用い、(d)-①と同様に計算すると、下記の結果が得られた。 

 

表 4-17 フェムテックによる不妊治療に伴う離職、雇用形態変更の減少による経済効果推計② 

 

 

(万人）

25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 総計

正規の職員・従業員 1.7 2.0 2.1 5.8

4-1 不妊治療に伴う離職者減 1.2 1.4 1.5 4.0

4-2 不妊治療に伴う雇用形態変更者減 0.5 0.6 0.7 1.8

非正規の職員・従業員 0.7 1.1 1.4

4-3 不妊治療に伴う離職者減 0.7 1.1 1.4 3.1

(万人）

25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

役員を除く雇用者 255 288 329

5-1 正規の職員・従業員 161 162 169

5-2 非正規の職員・従業員 94 126 160

5-3 正規雇用者比率 63.1% 56.2% 51.3%

5-4 正規雇用比率増分 0.2% 0.2% 0.2%

(億円)

35～39歳 40～44歳 45～49歳 総計

7-1 正規雇用者離職者減による経済効果（給与増分） 505 623 697 1,825

7-2 正規雇用者雇用形態変更者減による経済効果（給与増分） 89 121 142 352

7-3 非正規雇用者離職者減による経済効果（給与増分） 180 279 365 824

合計 774 1,023 1,203 3,000
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(f)  まとめ 

シナリオ①:50％減の場合を上限、シナリオ②：30％減の場合を下限とし、(e) -①,②で求めた

経済効果を整理すると、フェムテック効果による離職者、雇用形態変更者の減少により、 

正規雇用者の比率 ：約 0.2～0.3％上昇、 

経済効果  ：約 3,000～5,000億円    

と推計された。 
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表 4-19 女性の5歳階級別係長、課長、部長昇進率、及び増減率 

 

(厚生労働省「令和元年賃金構造基本統計調査 役職別第１表」を基に日立コンサルティングにて作成) 

 

各役職の昇進数を下記の通り推計した。 

8-13:課長→部長昇進数 ＝ 2019年部長数(8-10) － 2014年 5歳階級下部長数(8-5) 

（部長以上への昇進は考慮しない） 

8-12:係長→課長昇進数 ＝ 2019年課長数(8-9) – 2014年 5歳階級下課長数(8-4) - 課長→

部長昇進数(8-13) 

8-11:非役職→係長昇進数 ＝ 2019年係長数(8-8) – 2014年 5歳階級下係長数(8-3) – 係長

→課長昇進数(8-12) 

 

続いて、下記の式で 5歳階級別の総数増減率、非役職増減率、各役職昇進率を推計した。 

8-14:総数増減率 ＝ 2014年 5歳階級下の総数(8-1) ÷ 2019年総数(8-6) 

8-15:非役職増減率 ＝ 2014年 5歳階級下の非役職者数(8-2) ÷ 2019年非役職者数(8-7) 

8-16:係長昇進率 ＝ 非役職→係長昇進数(8-11) ÷ 2014年 5歳階級下非役職者数(8-2) 

8-17:課長昇進率 ＝ 係長→課長昇進数(8-12) ÷ 2014年 5歳階級下係長数(8-3) 

8-18:部長昇進率 ＝ 課長→部長昇進数(8-13) ÷ 2014年 5歳階級下課長数(8-4) 

 

2014年 女性

役職別(企業規模100人以上) 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

8-1 総数 61.52 50.69 50.02 50.91 44.97 37.19

8-2 非役職 60.18 46.80 44.35 43.24 37.22 30.34

8-3 人数：係長級 0.35 1.68 2.41 2.76 2.68 2.10

8-4 人数：課長級 0.14 0.39 0.87 1.54 2.10 1.96

8-5 人数：部長級 0.00 0.04 0.14 0.23 0.49 0.51

役職計*1 1.34 3.89 5.67 7.67 7.75 6.85

2019年 女性

役職別(企業規模100人以上) 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

8-6 総数 51.11 48.96 58.39 62.46 51.85 39.91

8-7 非役職 47.89 43.57 49.89 52.02 42.82 33.42

8-8 人数：係長級 1.41 2.48 3.47 3.85 2.91 1.91

8-9 人数：課長級 0.29 0.79 1.92 2.81 2.77 1.79

8-10 人数：部長級 0.05 0.12 0.29 0.59 0.71 0.64

役職計*1 3.21 5.39 8.51 10.44 9.03 6.49

8-11 非役職⇒係長 1.26 1.27 2.27 2.73 1.11 -0.22

8-12 係長⇒課長 0.20 0.47 1.21 1.64 0.87 -0.03

8-13 課長⇒部長 0.05 0.08 0.15 0.36 0.21 0.13

*1 役職計には「その他の役職」を含む。「その他の役職」は検討対象外

女性年代別増減・昇進率 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

8-14 総数増減率 -16.9% -3.4% 16.7% 22.7% 15.3% 7.3%

8-15 非役職増減率 -20.4% -6.9% 12.5% 20.3% 15.0% 10.2%

8-16 係長昇進率(分母：5年前非役職) 2.1% 2.7% 5.1% 6.3% 3.0% -0.7%

8-17 課長昇進率(分母：5年前係長級) 58.0% 28.2% 50.3% 59.3% 32.7% -1.6%

8-18 部長昇進率(分母：5年前課長級) 33.6% 19.4% 17.7% 23.6% 10.1% 6.5%

昇進数
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男性についても同様の計算を行い、5歳階級別係長、課長、部長昇進率、及び増減率を算

出した。 

表 4-20 男性の 5歳階級別係長、課長、部長昇進率、及び増減率 

 

(厚生労働省「令和元年賃金構造基本統計調査 役職別第１表」を基に日立コンサルティングにて作成） 

 

(b)  2024年男女別、5歳階級別の係長、課長、部長数推計 

 

① 前項で求めた 5歳階級別の総数増減率、非役職増減率、係長、課長、部長昇進率を基に、

フェムテックの影響を考慮しない場合の、2024 年時点の女性の 5 歳階級別の総数、非役職者数、

係長、課長、部長数を推計した。 

 

② また、女性に関しては、各役職者数に含まれる不妊治療実施者を推計。その数字を基に、

不妊利用に伴い離職した人数、雇用形態変更に伴い非役職となった人数を推計した。 

 

③ 男性についても、2024年時点の 5歳階級別の係長、課長、部長数を推計。②で推計した女

性の係長、課長、部長数と比較することで、2024年時点の係長、課長、部長の女性比率を推計し

た。 

 

2014年 男性

役職別(企業規模100人以上) 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

総数 102.22 112.90 133.16 150.06 130.15 113.20

非役職 98.12 97.29 94.06 91.68 67.56 55.16

人数：係長級 0.95 5.79 15.70 17.75 13.86 9.82

人数：課長級 0.27 1.79 7.82 19.24 24.47 20.18

人数：部長級 0.05 0.22 1.01 3.18 6.80 12.04

役職計*1 4.10 15.62 39.10 58.38 62.60 58.04

2019年 男性

役職別(企業規模100人以上) 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

総数 109.44 117.77 132.67 146.88 123.93 98.44

非役職 93.88 84.87 82.12 80.30 64.31 55.55

人数：係長級 6.18 13.19 15.96 16.67 11.61 7.01

人数：課長級 1.44 6.31 16.08 24.88 21.13 13.86

人数：部長級 0.19 0.99 3.18 6.98 12.03 11.28

役職計*1 15.56 32.90 50.55 66.58 59.62 42.90

非役職⇒係長 6.55 12.69 10.69 8.36 -0.36 -9.89

係長⇒課長 1.32 5.29 10.43 9.44 1.89 -7.08

課長⇒部長 0.14 0.77 2.17 3.80 5.23 -0.76

*1 役職計には「その他の役職」を含む。「その他の役職」は検討対象外

男性年代別増減・昇進率 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

総数増減率 75.6% 7.1% 4.3% -0.4% -2.1% -4.8% -13.0%

非役職増減率 70.7% -4.3% -12.8% -12.7% -12.4% -4.8% 0.7%

係長昇進率(分母：5年前非役職) 1.5% 6.7% 13.0% 11.4% 9.1% -0.5% -17.9%

課長昇進率(分母：5年前係長級) 279.4% 138.8% 91.4% 66.4% 53.2% 13.6% -72.1%

部長昇進率(分母：5年前課長級) 391.7% 52.4% 43.1% 27.8% 19.7% 21.4% -3.8%

昇進数
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表 4-21 2024年女性の5歳階級・役職別不妊治療実施者及び不妊治療に伴う 

離職者、雇用形態変更人数推計 

 

 

① 2024年 5歳階級別の総数、非役職者数、係長、課長、部長数推計 

· 2019年の 5歳階級別の総数(8-6)、非役職(8-7)数に、総数増減率(8-14)、非役職増減率(8-15)

をそれぞれ乗じて、2024年時点の総数、非役職者数を推計・・・9-1,9-2 

· 2019 年の 5 歳階級別の非役職(8-7)、係長(8-8)、課長(8-9)に対し、(a)で推計した係長、課

長、部長それぞれへの 5歳階級別の昇進率(8-16,8-17,8-18）を乗じて、2019年から 2024年

の間の各役職への昇進者数を推計・・・9-9,9-13,9-17 

· 2019 年の 5 歳階級別の非役職(8-7)、係長(8-8)、課長(8-9)に対し、新規の昇進者(9-9),(9-

13),(9-17)を加え、上の役職に昇進する者を差し引く。課長を例とすると下記の通り 

2024年課長数(9-12)  = 2019年課長数(8-9)+(9-13)-(9-14) 

※5年前課長数は同世代（2024年時点で 40～44歳ならば、2019年時点は 35～39歳）の人数 

 

② 不妊治療に伴う離職者数、雇用形態変更者数推定 

· 2019年の 5歳階級別の非役職(8-7)、係長(8-8)、課長(8-9)、部長(8-10)に対し、5歳階級別

不妊治療実施率(E)を乗じて、2019年から 2024年の不妊治療実施者数を推定・・・9-6,9-10,9-

14,9-18 

※前提：不妊治療実施率は各役職とも同一と仮定 

· 上記で推計した 2024年の 5歳階級別・役職別の不妊治療実施者(9-6,9-10,9-14,9-18)に不妊

治療に伴う離職率(B)を乗じて、2019年から 2024年での 5歳階級別・役職別不妊治療に伴う

離職者数を推定・・・9-7,9-11,9-15,9-19 

※前提：不妊治療による離職率は各役職とも同一と仮定) 

2024年予測：女性 (万人）

25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

9-1 総数 49.35 57.15 71.63

不妊治療実施者数 5.50 6.08 7.49

不妊治療に伴う離職者数 1.25 1.38 1.70

9-2 非役職 44.58 49.01 60.01

9-3 内、不妊治療に伴う雇用形態変更者(係長⇒非役職) 0.02 0.03 0.05

9-4 内、不妊治療に伴う雇用形態変更者(課長⇒非役職) 0.00 0.01 0.03

9-5 内、不妊治療に伴う雇用形態変更者(部長⇒非役職) 0.00 0.00 0.00

9-6 不妊治療実施者数 5.16 5.41 6.40

9-7 不妊治療に伴う離職者数 1.17 1.23 1.45

9-8 人数：係長級 2.31 3.46 4.56

9-9 内、昇進者数（非役職⇒係長） 1.30 2.23 3.14

9-10 不妊治療実施者数 0.15 0.31 0.44

9-11 不妊治療に伴う離職者数 0.03 0.07 0.10

9-12 人数：課長級 0.63 1.89 3.53

9-13 内、昇進者数（係長⇒課長） 0.40 1.25 2.06

9-14 不妊治療実施者数 0.03 0.10 0.25

9-15 不妊治療に伴う離職者数 0.01 0.02 0.06

9-16 人数：部長級 0.11 0.26 0.75

9-17 内、昇進者数（課長⇒部長） 0.06 0.14 0.45

9-18 不妊治療実施者数 0.01 0.01 0.04

9-19 不妊治療に伴う離職者数 0.00 0.00 0.01
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· 上記で推計した 2024年の 5歳階級別・役職別の不妊治療実施者(9-6,9-10,9-14,9-18)に不妊

治療に伴う雇用形態変更割合(C)を乗じて、2019年から 2024年での 5歳階級別・役職別不妊

治療に伴う雇用形態変更者数を推定・・・9-3,9-4,9-5 

 

③係長、課長、部長の女性比率を推計 

· 男性に関しても、女性の場合と同様の方法で 2024年時点の 5歳階級別の役職者数を推計した。 

 

表 4-22 2024年男性の係長、課長、部長の5歳階級別人数推計 

 

 

· [表 4-21][表 4-22]で推計した男女の 5歳階級別役職者数から、2024年の係長、課長、部長

それぞれの女性が占める比率を 5歳階級別に推計した 

 

表 4-23 2024年の係長、課長、部長の5歳階級別女性比率推計 

 

 

➢ シナリオ①の場合 

 

(c)  －① フェムテック改善効果を踏まえた、女性雇用者数の変化と各指標、経済効果の推計 

 

上記で、2024年時点の各役職者数と、不妊治療に伴う離職者数、雇用形態変更者数を算出した

が、フェムテックの効果で不妊治療に伴う離職者数、雇用形態変更者数が減少すると仮定すると、

その減少分だけ役職者数が増加することとなる。 

ここでは、フェムテックの効果による不妊治療に伴う離職者数、雇用形態変更者減少数を 50％

と仮定して試算を行った。 

 

 

2024年予測：男性 (万人）

25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

総数 114.15 117.33 129.85

非役職 81.90 74.09 71.92

人数：係長級 12.78 14.08 14.96

内、昇進者数（非役職⇒係長） 12.25 9.65 7.48

人数：課長級 6.47 13.32 21.39

内、昇進者数（係長⇒課長） 5.64 8.76 8.49

人数：部長級 0.81 2.74 6.36

内、昇進者数（課長⇒部長） 0.62 1.75 3.17

25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

10-1 女性比率：係長級 15.3% 19.8% 23.3%

10-2 女性比率：課長級 8.9% 12.4% 14.2%

10-3 女性比率：部長級 11.6% 8.5% 10.5%
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表 4-24 フェムテック改善効果を踏まえた、2024年の女性の5歳階級別役職者数推計 

 

不妊治療に伴う離職者数、雇用形態変更者数推定 

· 2019 年の 5 歳階級別の総数(8-6)、非役職(8-7)、係長(8-8)、課長(8-9)、部長(8-10)数に 5

歳階級別不妊治療実施率(E)を乗じて、2019年から 2024年の不妊治療実施者数を推定・・・

11-2,11-8,11-12,11-16,11-20 

 

· 上記で算出した 2019 年から 2024 年の 5 歳階級・役職別の不妊治療実施者数(11-2,11-8,11-

12,11-16,11-20)にフェムテック効果を考慮した不妊治療に伴う離職率(I)を乗じて、2019 年

から 2024年のフェムテックの効果がある場合の不妊治療に伴う離職者数を推定・・・11-3,11-

9,11-13,11-17,11-21 

 

· 2019年から 2024年の 5歳階級・役職別の不妊治療実施者数(11-12,11-16,11-20)にフェムテ

ックの効果を考慮した不妊治療に伴う雇用形態変更割合(J)を乗じて、2019年から 2024年で

不妊治療に伴う雇用形態変更者数を推定・・・11-5,11-6,11-7 

 

フェムテックにより不妊治療に伴う離職者、雇用形態変更者が減少した場合の、2024年男女別、

5歳階級別の係長、課長、部長数推計 

· 下記の式に基づき、フェムテック効果がある場合の各役職者数を推計 

係長の場合・・・11-10 

フェムテック効果がある場合の係長数(11-10) ＝ フェムテックなしの場合の係長数(9-8)＋

フェムテックによる係長の離職減少分((9-11)-(11-13))＋フェムテックによる係長の雇用形態

変更減少分((9-3))-(11-5)) 

課長、部長も同様に推計・・11-14,11-18 

 

管理職に女性が占める比率の推計 

· [表 4-22][表 4-24]より、2024年の男女それぞれの 5歳階級別役職者数を抽出し、係長、課

35～39歳 40～44歳 45～49歳

11-1 総数 49.98 57.84 72.48

11-2 不妊治療実施者数 5.50 6.08 7.49

11-3 不妊治療に伴う離職者数 0.62 0.69 0.85

11-4 非役職 45.16 49.60 60.70

11-5 内、不妊治療に伴う雇用形態変更者(係長⇒非役職) 0.01 0.02 0.02

11-6 内、不妊治療に伴う雇用形態変更者(課長⇒非役職) 0.00 0.00 0.01

11-7 内、不妊治療に伴う雇用形態変更者(部長⇒非役職) 0.00 0.00 0.00

11-8 不妊治療実施者数 5.16 5.41 6.40

11-9 不妊治療に伴う離職者数 0.59 0.61 0.73

11-10 人数：係長級 2.34 3.51 4.63

11-11 内、昇進者数（非役職⇒係長） 1.30 2.23 3.14

11-12 不妊治療実施者数 0.15 0.31 0.44

11-13 不妊治療に伴う離職者数 0.02 0.03 0.05

11-14 人数：課長級 0.64 1.91 3.57

11-15 内、昇進者数（係長⇒課長） 0.40 1.25 2.06

11-16 不妊治療実施者数 0.03 0.10 0.25

11-17 不妊治療に伴う離職者数 0.00 0.01 0.03

11-18 人数：部長級 0.11 0.26 0.75

11-19 内、昇進者数（課長⇒部長） 0.06 0.14 0.45

11-20 不妊治療実施者数 0.01 0.01 0.04

11-21 不妊治療に伴う離職者数 0.00 0.00 0.00

11-22 女性比率：係長相当職 15.5% 20.0% 23.6%

11-23 女性比率：課長相当職 9.0% 12.5% 14.3%

11-24 女性比率：部長相当職 11.7% 8.6% 10.6%
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長、部長それぞれの 5歳階級別女性比率を推計・・・11-22,11-23,11-24 

 

(d)  －①フェムテック改善効果を踏まえた、女性雇用者数の変化と各指標 

 

(b)で求めたフェムテックを考慮しない場合の 2024 年シミュレーション結果と、(c)で求めた

フェムテック改善効果を考慮した場合のシミュレーション結果の差分を整理し、これをフェムテ

ック改善効果と見なした。 

 

表 4-25 フェムテック改善効果を踏まえた、役職別女性雇用者増加数及び女性比率推計 

 

役職別の女性比率増分の平均値は、係長：0.22％ 課長：0.10％ 部長：0.08％となった。 

 

フェムテックによる役職別女性雇用者増加数 

· フェムテック効果がある場合の係長、課長、部長数(11-10,11-14,11-18)からフェムテック

効果がない場合の係長、課長、部長数(9-8,9-12,9-16)を差し引いて、フェムテックによる

役職別女性雇用者増加数を推計・・・12-1,12-2,12-3 

 

各役職の女性比率増分 

· フェムテック効果ありの場合の各役職の女性比率(10-1,10-2,10-3)からフェムテック無の場

合の女性比率(11-22,11-23,11-24)を引くと、各役職の女性比率向上効果が得られる・・・

12-4,12-5,12-6 

 

(e)  －① 経済効果の推計 

· 上記で求めた係長、課長、部長の増加数(12-4,12-5,12-6)に,各役職の平均給与[表 4-26]を

乗じて、各役職の給与増分を推計・・・13-1,13-2,13-3 

· これらの合計を、フェムテックによる女性管理職増分の経済効果とみなす・・・13-4 

 

表 4-26 各役職の平均給与（2019年、女性・役職別・企業規模100人以上） 

 
(厚生労働省「令和元年賃金構造基本統計調査 役職別第１表」を基に日立コンサルティングにて作成) 

 

25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

総数 0.62 0.69 0.85

非役職 0.58 0.59 0.69

12-1 人数：係長級 0.02 0.05 0.07

12-2 人数：課長級 0.01 0.02 0.04

12-3 人数：部長級 0.00 0.00 0.01

12-4 女性比率：係長相当職 0.14% 0.23% 0.29%

12-5 女性比率：課長相当職 0.07% 0.09% 0.14%

12-6 女性比率：部長相当職 0.09% 0.07% 0.08%

平均給与(2019時点) (千円）

係長相当職 5,939

課長相当職 7,689

部長相当職 9,474
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表 4-27 フェムテックによる、役職者増加による経済効果推計 

 
 

➢ シナリオ②の場合 

 

(c)  －② フェムテック改善効果を踏まえた、女性雇用者数の変化と各指標、経済効果の推計 

 

フェムテックの効果による不妊治療に伴う離職者数、雇用形態変更者減少数を 30％と仮定して

(c)－①と同様に計算を行ったところ、下記の通り推計された 

 

表 4-28 フェムテック改善効果を踏まえた、2024年の女性の5歳階級別役職者数推計② 

 

 

(d)  －② フェムテック改善効果を踏まえた、女性雇用者数の変化と各指標 

 

(b)で求めたフェムテックを考慮しない場合の 2024 年シミュレーション結果と、(c)－①で求

めたフェムテック改善効果を考慮した場合のシミュレーション結果の差分を(d)－①と同様に整

理し、これをフェムテック改善効果とした。 

 

フェムテックによる給与増分総計 (億円）

13-1 係長相当職 0.68

13-2 課長相当職 0.43

13-3 部長相当職 0.01

13-4 合計 1.12

35～39歳 40～44歳 45～49歳

総数 49.73 57.56 72.14

不妊治療実施者数 5.50 6.08 7.49

不妊治療に伴う離職者数 0.87 0.97 1.19

非役職 44.93 49.36 60.42

内、不妊治療に伴う雇用形態変更者(係長⇒非役職) 0.01 0.02 0.03

内、不妊治療に伴う雇用形態変更者(課長⇒非役職) 0.00 0.01 0.02

内、不妊治療に伴う雇用形態変更者(部長⇒非役職) 0.00 0.00 0.00

不妊治療実施者数 5.16 5.41 6.40

不妊治療に伴う離職者数 0.82 0.86 1.02

人数：係長級 2.33 3.49 4.60

内、昇進者数（非役職⇒係長） 1.30 2.23 3.14

不妊治療実施者数 0.15 0.31 0.44

不妊治療に伴う離職者数 0.02 0.05 0.07

人数：課長級 0.63 1.90 3.55

内、昇進者数（係長⇒課長） 0.40 1.25 2.06

不妊治療実施者数 0.03 0.10 0.25

不妊治療に伴う離職者数 0.00 0.02 0.04

人数：部長級 0.11 0.26 0.75

内、昇進者数（課長⇒部長） 0.06 0.14 0.45

不妊治療実施者数 0.01 0.01 0.04

不妊治療に伴う離職者数 0.00 0.00 0.01

女性比率：係長相当職 15.4% 19.9% 23.5%

女性比率：課長相当職 8.9% 12.5% 14.2%

女性比率：部長相当職 11.6% 8.6% 10.6%
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表 4-29 フェムテック改善効果を踏まえた、役職別女性雇用者増加数及び女性比率推計② 

 

役職別の女性比率増分の平均値は、係長：0.13％ 課長：0.06％ 部長：0.05％となった。 

  

(e)  －② 経済効果の推計 

(e)－①と同様にで求めた係長、課長、部長の増加数にそれぞれの平均給与を乗じて、各役職

の給与増分を推計し、経済効果とした。 

 

表 4-30 フェムテックによる、役職者増加による経済効果推計② 

 
 

(f)  まとめ 

フェムテックによる、不妊治療に伴う離職者数、雇用形態変更者数変更防止効果により、 

各役職の女性比率は下記の通り上昇する。 

係長相当職  ：約 0.13～0.22％ （対象世代平均） 

課長相当職  ：約 0.06～0.10％ （対象世代平均） 

部長相当職  ：約 0.05～0.08％ （対象世代平均） 

経済効果に換算すると下記に相当する。 

経済効果  ：約 1.07～1.12億円 

 

  

25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

総数 0.37 0.41 0.51

非役職 0.35 0.36 0.41

人数：係長級 0.01 0.03 0.04

人数：課長級 0.00 0.01 0.02

人数：部長級 0.00 0.00 0.00

女性比率：係長相当職 0.08% 0.14% 0.17%

女性比率：課長相当職 0.04% 0.06% 0.08%

女性比率：部長相当職 0.05% 0.04% 0.05%

フェムテックによる給与増分総計 (億円）

係長相当職 0.65

課長相当職 0.41

部長相当職 0.01

合計 1.07
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この、フェムテックによる不妊治療中断防止効果を 30～50％と仮定した。 

 

【試算】 

2018年時点の生殖補助医療による出生数は 55,507人。 

これは不妊治療と仕事を両立できず、不妊治療を断念した女性を含まない数字であることから、

出生数は 55,507人に 

不妊治療を断念した女性の割合／（１－不妊治療を断念した女性の割合） 

を乗じることで、不妊治療を断念した女性数が算出される。 

仮説に基づくと、この女性のうち 30～50％が不妊治療に成功することから、出生数増分は、 

 

55,507人 × 9.7%/(1-9.7%) × 30～50％ ＝ 約 1,800～3,000人 の増加となる。 

 

(c)  不妊治療の早期開始による増分 

 

【仮説】 

[4.3.2. (e)  不妊治療の早期開始]にて示した通り、開始時期を 1年早めることで約 6,400人

の出生数増（増加率：11.6%）、2年早めることで約 12,500人の出生数増（増加率：22.6%）、3年

で約 18,000人の出生数増（増加率：32.5％）の増加63が見込まれる。 

ここでは、下記 2つのシナリオに基づき推計を行った。 

 

シナリオ①：50％の女性が不妊治療開始を 2年早める 

シナリオ②：30％の女性が不妊治療開始を 1年早める 

 

【試算】 

[表 4-32]に基づくと、 

シナリオ①の場合：12,907人 × 50％ ＝ 約 6,500人 の増加 

シナリオ②の場合： 6,572人 × 30％ ＝ 約 2,000人 の増加 

となることから、約 2,000～6,500人/年の出生数増が見込まれる。 

 

  

 
63 生産率のピークである 28～45歳までを対象に試算 
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表 4-32 生殖補助医療開始時期を早めた場合の出生児数シミュレーション【再掲】 

 

(公益社団法人日本産科婦人科学会(2018年)「2018年ARTデータブック」を基に日立コンサルティングが作成) 

 

(a)～(c）の合計で、出生数が 12,100～17,700人増えるものと推計できる。 
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(d)  合計特殊出生率増分の推計  

【仮説】 

(a)～(c）までで増加した出生数が合計特殊出生率64にどの程度影響するか推計した。 

 

【試算】 

➢ シナリオ①の場合 

表 4-33 フェムテック普及による、5歳階級別出生数、合計特殊出生率向上効果推計 

 

(各種資料65を基に日立コンサルティングにて作成) 

 

各世代別に、当該世代の女性が①～③の理由により 5年間に産む子供の数をまず試算し、その上

で出生数÷女性数×5年という計算を行い、各 5歳階級別の合計出生率の増加分を得た。その合計を

算出すると 0.025となった。 

2019年の合計特殊出生率(1.36)がそのまま推移すると仮定すると、フェムテックの影響で 1.385

まで引き上がると推計される。 

なお、5歳階級別の合計特殊出生率の上昇は下記の通りとなり、35～39歳世代の伸びが大きい。 

 

➢ シナリオ②の場合 

シナリオ①の場合と同様に試算すると、合計特殊出生率の伸びは 0.017となった。  

2019年の合計特殊出生率(1.36)がそのまま推移すると仮定すると、フェムテックの影響で 1.377

まで引き上がると推計される。 

(e)  まとめ 

 

(a)  生殖補助医療実施増による増分 ：約 8,300人/年 の増加 

(b)  不妊治療と仕事との両立による増分 ：約 1,800～3,000人/年 の増加 

(c)  不妊治療開始時期早期化による増分 ：約 2,000～6,500人/年 の増加 

  上記(a)～(c)の合計より、出生数増加分を推計した上で、合計特殊出生率増分を算出したところ、 

0.017～0.025の上昇が見込まれると推計された。 

 
64 合計特殊出生率の定義は厚生労働省「令和元年（2019）人口動態統計」における定義を参照。

(https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei19/dl/tfr.pdf) コーホート合計特殊出生率は同一世代の女性の出生率

を過去から積み上げるため、その世代が 50歳になるまで得られないが、現段階で得られる到達年齢までのコーホート合計特殊出生率

を、５歳階級ごとに１つの世代とみて、５年ごとの出生率を合計し、算出した。 

65  女性数 ：総務省統計局「人口推計（2019年 10月 1日現在）」 

出生数、合計特殊出生率：厚生労働省「令和元年（2019）人口動態統計（確定数）」 

 

総 数 20 ～ 24 25 ～ 29 30 ～ 34 35 ～ 39 40 ～ 44 45 ～ 49

女性数 *1 63,523,142 2,897,172 2,862,291 3,174,819 3,604,575 4,199,110 4,748,647

出生数 総 数 865,239 72,092 220,933 312,582 201,010 49,191 1,593

合計特殊出生率 (5歳階級のため、総 数 1.3609 0.1243 0 3858 0.4940 0 2805 0.0609 0 0017 

①不妊治療実施増による増分 8,253 19 616 2,656 3,541 1,389 33

②不妊治療と仕事との両立による増分 2,967 7 221 955 1,273 499 12

③不妊治療前倒し（2年）による増 6,454 0 152 897 3,480 1,908 18

合計 17,674 26 989 4,507 8,293 3,796 63

合計特殊出生率増分 0.0250 0.0000 0.0017 0.0071 0.0115 0.0045 0.0001

増加後合計特殊出生率 1.3859 0.1243 0.3875 0.5011 0.2920 0.0654 0.0018

母の年齢

フェムテック普及による新生児

増分

（試算値)
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4.4.  更年期分野 

4.4.1.  テクノロジー等の活用によりもたらされる変革 

更年期分野では専門家相談/サポートに加え、サプリメントなどが提供されている。これらの活

用による妊娠、不妊治療への効果を整理すると下記のようになる。 

 

 

図 4-17 更年期分野における、テクノロジー等の活用によりもたらされる変革 

 

(a)  専門家相談/サポート 

TRULYチャット相談(株式会社 TRULY)のような専門家相談、wakarimi(株式会社 uni'que)などの

コミュニケーションツールでは、更年期に関する女性の悩み事や辛さを聴き、共感することで女

性の不安・ストレスを軽減すると同時に、更年期症状に関する正しい知識を提供することで、適

切な治療へ導く役割を担っている。 

 

(b)  サプリメント 

エクエル(大塚製薬株式会社)などのサプリメントは、専門医の処方がなくとも更年期症状の軽

減・解消が期待できる製品である。[2 章]にて触れた通り、更年期に関する症状があった場合で

も何も対処をしていない人は多く[図 2-21]、身近な更年期症状の負担軽減手段として期待され

る。 

 

図 4-18 更年期症状への対処 【再掲】 
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(日本医療政策機構（2018年）「働く女性の健康増進に関する調査2018」を基に日立コンサルティングが作成) 

 

これらのフェムテック製品・サービスを活用し、あわせて適切な治療などの対応をとることで、

更年期症状の負担軽減が可能になると考えられる。 

 

4.4.2.  フェムテック活用による女性のウェルビーイング実現への寄与 

これらのフェムテック製品・サービスの活用により、女性の暮らし方/働き方へは下記のような

影響が生じると考えられる。 

 

 

図 4-19 更年期分野における、フェムテック活用による女性のウェルビーイング実現への寄与 

 

(a)  更年期症状に伴う離職減 

(b)  更年期症状に伴う昇進辞退減 

2章で触れた通り、更年期に関連した症状で昇進を辞退した人は約 50％、仕事を辞めたことが

ある人は約 17％にものぼる[図 4-20]。 

 

図 4-20 更年期症状による昇進、退職への影響(2014年)【再掲】 

(ホルモンケア推進プロジェクト（2015年）「女性の体調と仕事に関する調査」を基に日立コンサルティングが作成) 

 

更年期症状に悩む女性の間でこれらフェムテック製品・サービスが普及、利用機会が広まれば、

更年期症状に伴う意に添わぬ昇進辞退や退職は減少するものと考えられる。 
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図 4-18で示した通り、更年期症状が出ていても何の対処もしていない人の割合は 64.4％にのぼ

る。フェムテックサービスが普及することで、更年期症状への対処が他の健康課題と同様に行われ

ると想定すると、2025年には何の対処もしていない人の割合は約 32.5％程度66まで減少すると想定

される。 

 

図 4-21 健康に気をつけている人の割合【再掲】 

(マイボイスコム株式会社(2019年)「健康意識に関するアンケート調査（第5回）」67を基に日立コンサルティングが作成)  

 
66 [図 4-7]健康に気を付けている人の割合の 2019年調査結果における「どちらともいえない」「あまり気を付けていない」「まったく

気をつけていない」と回答した人の合計割合 
67 マイボイス株式会社「[25011] 健康意識に関するアンケート調査（第 5回）」

https://myel.myvoice.jp/products/detail.php?product_id=25011(参照 2021年 3月 19日) 
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 課長相当、部長相当職)が、仕事を辞め

たり、雇用形態を変更したりせずに済

むため、女性管理職数、及び各年代の

女性管理職比率が高まると推測され

る。 

 

れの影響がある場合」の２つのシナリオで 2025年の女

性の係長相当職、課長相当職、部長相当職人数をそれぞ

れ推計し、2つのシナリオの差分をフェムテックによる

女性管理職増加分として推計した。 

· 同様に男性の各役職者数も推計。各役職の男女比（女性

管理職）をシナリオ毎に推計し、その差分も効果として

抽出した。 

・人数増分に役職・年代別の平均給与を乗じて、経済効

果を推計した。 

・試算前提 

· 対象は、2020 年時点で 40～54 歳の女性（2025 年時点で 45～59 歳の女性）とした。但し、

分析(2)では入手資料の制約上、2019年時点で 40～54歳の女性（2024年時点で 45～59歳の

女性）とした。 

· 更年期症状発生率、更年期症状に伴う離職率、更年期症状に伴う昇進辞退率は正規、非正規、

各役職とも同一と仮定した。 

· 分析(2)では、役職人数に上限は設定せず、新規の昇進者が増えても既存の役職者が退職す

る、あるいは他の年代、性別の昇進者数が減少するなどの事象は考慮していない。 

・試算の前提となる各数値 

試算の前提条件として、前項「フェムテック活用による女性のウェルビーイング実現への寄与」

での整理結果をもとに、数値を下記の通り設定した。 

 

【他の統計資料からの引用値】 

(A) 更年期症状が発生する女性の割合    42.0%68 

(B) 更年期症状発生者の中で離職する人の割合    17.2%69 

(C) 更年期症状発生者の中で昇進を辞退する人の割合   50.0%70 

 

【フェムテックの効果を踏まえたパラメータ】 

2020 年時点で更年期症状に対して何もしていない人の割合は 64.4％71である。これが 2025 年に

は何の対処もしていない人の割合は約 32.5％程度72まで減少すると仮定し、その分更年期への対応

者が増え、辞職、昇進辞退が減少するとして試算している。 

 (D) フェムテック効果を考慮した場合の、更年期症状発生者の中で離職する人の割合 

  :(B)×(32.5％ ÷ 64.4％) ＝ 8.7％ 

 (E) フェムテック効果を考慮した場合の、更年期症状発生者の中で昇進を辞退する人の割合 

  :(C) ×(32.5％ ÷ 64.4％) ＝25.2％  

 
68 日本医療政策機構（2018年）「働く女性の健康増進に関する調査 2018」 
69 ホルモンケア推進プロジェクト（2015年）「女性の体調と仕事に関する調査」 
70 ホルモンケア推進プロジェクト（2015年）「女性の体調と仕事に関する調査」 
71 日本医療政策機構（2018年）「働く女性の健康増進に関する調査 2018」 
72 [図 4-7]健康に気を付けている人の割合の 2019年調査結果における「どちらともいえない」「あまり気を付けていない」「まったく

気をつけていない」と回答した人の合計割合 
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求めた増減率を 2020年の正規、非正規雇用者数に乗じて、2025年時点の正規雇用者、非正規

雇用者数を予測した。 

 

表 4-36 2025年時点の年齢階層・雇用形態別女性雇用者数推計 

 
 

· 2020 年 4Q の男女別の正規雇用者、非正規雇用者数に対し、(a)で推計した年代別増減率を乗

じて、2025年 4Q時点の正規、非正規雇用者数を推計・・・2-1,2-2 

 

(c)  2025年までの離職者数推計 

上記正規雇用者、非正規雇用者のうち、更年期症状により離職する女性の数を推計した。 

 

表 4-37 2025年時点の年齢階層・雇用形態別、更年期症状により離職する女性数推計 

 

· 正規雇用者(2-1)、非正規雇用者(2-2)別に、更年期症状発生率(A)を乗じて、2020-2025 年の

症状発生者数を推定・・・3-1,3-3 

(前提：更年期症状発生率は正規、非正規とも同一と仮定) 

· 同様に、正規雇用者、非正規雇用者別に、更年期症状に伴う離職率(B)を乗じて、2020-2025年

での更年期症状に伴う離職者数を推定・・・3-2,3-4 

(前提：更年期症状による離職率は正規、非正規とも同一と仮定) 

 

(d)  フェムテック普及による「更年期症状に伴う離職者減少数」推計 

上記で予測した離職者数、雇用形態変更者数はフェムテック普及による女性のウェルビーイン

グ実現への寄与により、減少すると考えられる。前項で推計した「更年期症状による離職削減率」

を乗じて、「更年期症状に伴う離職者減少数」を推計 

 

 

 

 

 

2020年10～12月 女性 (万人)

35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

役員を除く雇用者 299 350 304

正規の職員・従業員 150 155 126

非正規の職員・従業員 149 195 178

2025年予測：対策なし 女性 (万人)

35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

役員を除く雇用者 327 354 295

2-1 正規の職員・従業員 167 160 123

2-2 非正規の職員・従業員 160 194 172

2-3 正規職員比率 51.1% 45.2% 41.6%

(万人)

35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 総計

正規の職員・従業員

3-1 更年期症状発生数 70.1 67.2 51.7 189.0

3-2 更年期に伴う離職数 12.1 11.6 8.9 32.5

非正規の職員・従業員

3-3 更年期症状発生数 67.1 81.4 72.4 220.9

3-4 更年期に伴う離職数 11.5 14.0 12.5 38.0
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表 4-38 フェムテックが普及した場合の、2025年時点の年齢階層・雇用形態別女性雇用者数・更年

期に伴う離職者数推計 

 

 

· 正規雇用者、非正規雇用者別に、更年期症状発生率(A)を乗じて、2020-2025 年の症状発生者

数を推定・・・4-4,4-6 

(前提：更年期症状発生率は正規、非正規とも同一と仮定) 

· 同様に、正規雇用者、非正規雇用者別に、フェムテックが普及した場合の更年期症状に伴う離

職率(J)を乗じて、2020-2025年での更年期症状に伴う離職者数を推定・・・4-5,4-7 

(前提：更年期症状による離職率は正規、非正規とも同一と仮定) 

 

(e)  女性の正規雇用数増加効果 

(c)と(d)の差分より女性の正規雇用数増加数と、女性の正規雇用割合増加率を推計 

 

表 4-39 フェムテックによる、女性の雇用数増加効果推計 

 

 

フェムテック効果がない場合の正規、非正規の離職者数(3-2,3-4)からフェムテック効果があっ

た場合の離職数(4-5,4-7)を差し引き、フェムテックによる離職者削減数を推計・・・5-1,5-2 

フェムテック効果があった場合の正規職員比率(4-3)からフェムテック効果がない場合の正規

職員比率(2-3)を引き、正規職員比増分を推計・・・5-3 

 

(f)  経済効果の推計 

更年期症状に伴う離職者減少数に雇用形態別、年代別の給与を乗じて全体の給与増分を推計。

これを経済効果とみなす。 

 

表 4-40 フェムテックによる、不妊治療に伴う離職、雇用形態変更の減少による経済効果推計 

 

2025年予測：フェムテック効果あり (万人)

35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

役員を除く雇用者 338 367 306

4-1 正規の職員・従業員 173 166 127

4-2 非正規の職員・従業員 165 201 179

4-3 正規職員比率 51.1% 45.2% 41.6%

正規の職員・従業員

4-4 更年期症状発生数 70.1 67.2 51.7

4-5 更年期に伴う離職数 6.1 5.8 4.5

非正規の職員・従業員

4-6 更年期症状発生数 67.1 81.4 72.4

4-7 更年期に伴う離職数 5.8 7.1 6.3

フェムテックの発達、普及による改善効果試算 (万人)

35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 総計

正規の職員・従業員

5-1 更年期に伴う離職減 6.0 5.7 4.4 16.1

非正規の職員・従業員

5-2 更年期に伴う離職減 5.7 6.9 6.2 18.8

5-3 正規職員比増分 0.8% 0.8% 0.7%

（億円）

35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 総計

6-1 正規職員離職者減による経済効果（給与増分） 2854.2 2811.3 2095.2 7,761

6-2 非正規職員離職者減による経済効果（給与増分） 1493.8 1796.3 1566.4 4,857

6-3 12,617
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· 正規、非正規社員の離職削減分に、(4-1,4-2)に雇用形態別、年代別の給与[表 4-13]を掛けて

全体の給与増分を推計・・・6-1,6-2 

· この合計値を、フェムテックの発達・普及による、更年期症状に伴う離職者削減の経済効果

と判断・・・6-3 

 

(g)  まとめ 

フェムテックによる、更年期症状に伴う離職防止効果により、女性正規雇用者、非正規雇用者

数は下記の通り上昇、経済効果は約 12,600億円/年となると推計される。 

➢ 女性正規雇用者の増加効果 ：約 16.6万人 

➢ 女性非正規雇用者の増加効果 ：約 18.8万人 

➢ 女性の正規雇用比率  ：約 0.8%増 

➢ 経済効果   ：約 12,600億円/年 
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(b)  2024年男女別、年代別の係長、課長、部長数推計 

[I. 4.3.3. (2) (b) 2024年男女別、5歳階級別の係長、課長、部長数推計]と同様に、2024年の男

女・5歳階級・役職別の人数を推計。あわせて、2019～2024年の役職別の更年期症状発生者数、更

年期症状に伴う離職者、昇進辞退者を推定 

 

 

 

① 2024年 5歳階級別の総数、非役職者数、係長、課長、部長数推計 

· 前項で求めた 5歳階級別の総数増減率、非役職増減率、係長、課長、部長昇進率を基に、フェ

ムテックの影響を考慮しない場合の、各昇進者数(8-8,8-12,8-16)及び 2024年時点の女性の 5

歳階級別の総数、非役職者数、係長、課長、部長数(8-1,8-4,8-7,8-11,8-15)を推計した。 

 

② 更年期症状に伴う離職者数、昇進辞退者数推定 

※前提：更年期症状による離職、昇進辞退率は各年齢階層、役職ともに同一と仮定 

· 2019 年の 5歳階級別の非役職(7-1)、係長(7-2)、課長(7-3)、部長(7-4)に対し、更年期症状

発生率(A)及び更年期症状に伴う離職率(B)を乗じて、2019 年から 2024 年の更年期症状に伴

う離職率数を推定・・・8-6,8-10,8-14,8-17 

 

· 更年期症状に伴う昇進辞退者は下記の式に基づき推計した73。係長から課長への昇進辞退

 

· 73  フェムテック効果がない場合の昇進者をＸとおき、更年期症状に伴う昇進辞退者をＹ、昇進オファーがあった人をＺと

おくと 

Ｚ＝Ｘ＋Ｙ 

Ｙ＝Ｚ×更年期症状発生率(A)＊更年期症状に伴う昇進辞退率(C) 

であることから 

Ｘ＝Ｚ×（１－(A) ×(C)）となる 

 

2024年予測：対策なし

35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

8-1 総数 71.63 72.01 55.64

8-2 内、更年期障害に伴う昇進辞退者 1.50 0.82 -0.05

8-3 更年期に伴う離職数 4.22 4.51 3.75

8-4 非役職 60.01 59.84 47.17

8-5 内、更年期障害に伴う昇進辞退者 0.84 0.41 -0.08

8-6 更年期に伴う離職数 3.60 3.76 3.09

8-7 人数：係長級 4.56 4.14 2.65

8-8 内、昇進者数（非役職⇒係長） 3.14 1.55 -0.31

8-9 内、更年期障害に伴う昇進辞退者 0.55 0.33 -0.01

8-10 更年期に伴う離職数 0.25 0.28 0.21

8-11 人数：課長級 3.53 3.79 2.54

8-12 内、昇進者数（係長⇒課長） 2.06 1.26 -0.05

8-13 内、更年期障害に伴う昇進辞退者 0.12 0.08 0.05

8-14 更年期に伴う離職数 0.14 0.20 0.20

8-15 人数：部長級 0.75 0.88 0.89

8-16 内、昇進者数（課長⇒部長） 0.45 0.28 0.18

8-17 更年期に伴う離職数 0.01 0.02 0.02
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者(8-9)を例とすると下記の通り。 

係長から課長への昇進辞退者(8-9) ＝ 係長から課長への昇進者(8-12)×
(A)×(C)

1−(A)×(C)
 

(A)=更年期症状発生率 

(C)=更年期症状に伴う離職率 

 

③係長、課長、部長の女性比率を推計 

· 男性に関しても、女性の場合と同様の方法で 2024年時点の 5歳階級別の役職者数を推計した。 

表 4-43 2024年男性の係長、課長、部長の5歳階級別人数推計 

 

 

 

· [エラー! 参照元が見つかりません。][表 4-43]で推計した男女の 5歳階級別役職者数から、

係長、課長、部長それぞれの女性が占める比率を 5歳階級別に推計した 

 

表 4-44 2024年の係長、課長、部長の5歳階級別女性比率推計 

 
 

(c)  フェムテック改善効果を踏まえた、女性雇用者数の変化と各指標、経済効果の推計 

フェムテックが普及し、更年期症状に伴う離職者、昇進辞退者が減少したと仮定した場合の、役職別

の更年期症状に伴う離職者数、昇進辞退者数を推計．その上で、年代別の係長、課長、部長数を推計

し、係長、課長、部長それぞれの年代別女性比率を推計。 

 

表 4-45 フェムテック効果がある場合の各役職者人数及び女性比率 

 

これにより 

Ｙ＝Ｘ×（(A)＊(C)）÷（１－(A) ×(c)）と書くことができる。 

Ｘは前項で求めた各役職への昇進率により求められることから、ＹはＸに対し上記割合を乗じて算出した。 

2019年 男性 （万人）

役職別(企業規模100人以上) 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

総数 132.67 146.88 123.93

非役職 82.12 80.30 64.31

人数：係長級 15.96 16.67 11.61

人数：課長級 16.08 24.88 21.13

人数：部長級 3.18 6.98 12.03

役職計*1 50.55 66.58 59.62

*1 役職計には「その他の役職」を含む。「その他の役職」は検討対象外

2024年予測 （万人）

35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

総数 129.85 139.86 107.78

非役職 71.92 76.44 64.77

人数：係長級 14.96 13.97 8.45

内、昇進者数（非役職⇒係長） 7.48 -0.43 -11.53

人数：課長級 21.39 21.83 13.55

内、昇進者数（係長⇒課長） 8.49 2.27 -8.37

人数：部長級 6.36 12.29 11.23

内、昇進者数（課長⇒部長） 3.17 5.32 -0.80

35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 平均

女性比率：係長級 23.3% 22.9% 23.9% 18.0%

女性比率：課長級 14.2% 14.8% 15.8% 13.1%

女性比率：部長級 10.5% 6.7% 7.3% 7.5%
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更年期症状に伴う離職者数推定 

※前提：更年期症状による離職、昇進辞退率は各年齢階層、役職ともに同一と仮定 

· 2019 年の 5歳階級別の非役職(7-1)、係長(7-2)、課長(7-3)、部長(7-4)に対し、更年期症状

発生率(A)及びフェムテックの効果がある場合の更年期症状に伴う離職率(D)を乗じて、更年

期症状に伴う離職率数を推定・・・9-6,9-10,9-14,9-17 

 

更年期症状に伴う昇進辞退者数推定 

 

· 更年期症状に伴う昇進辞退者は下記の式に基づき推計した74。係長から課長への昇進辞退

者(8-9)を例とすると下記の通り。 

係長から課長への昇進辞退者(9-9) ＝ 係長から課長への昇進者(9-12)×
(A)×(E)

1−(A)×(E)
 

(A)=更年期症状発生率 

(E)=フェムテックの効果がある場合の更年期症状に伴う離職率 

 

フェムテック効果がある場合の各役職者人数推定 

フェムテック効果がある場合の役職者数は、フェムテック効果が無い場合の役職者数に、上位

 

· 74  フェムテック効果がない場合の昇進者をＸとおき、更年期障害に伴う昇進辞退者をＹ、昇進オファーがあった人をＺと

おくと 

Ｚ＝Ｘ＋Ｙ 

Ｙ＝Ｚ×更年期症状発生率(A)＊更年期症状に伴う昇進辞退率(C) 

であることから 

Ｘ＝Ｚ×（１－(A) ×(C)）となる 

これにより 

Ｙ＝Ｘ×（(A)＊(C)）÷（１－(A) ×(c)）と書くことができる。 

Ｘは前項で求めた各役職への昇進率により求められることから、ＹはＸに対し上記割合を乗じて算出した。 

2024年予測：フェムテック効果あり （万人）

35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 平均

9-1 総数 73.72 74.24 57.49

9-2 内、更年期症状に伴う昇進辞退者 6.19 6.62 5.49

9-3 更年期に伴う離職数 2.13 2.28 1.89

9-4 非役職 60.43 60.05 47.13

9-5 内、更年期症状に伴う昇進辞退者 0.42 0.21 -0.04

9-6 更年期に伴う離職数 1.82 1.90 1.56

9-7 人数：係長級 4.82 4.32 2.72

9-9 内、昇進者数（非役職⇒係長） 3.56 1.76 -0.35

9-9 内、更年期症状に伴う昇進辞退者 0.28 0.17 -0.01

9-10 更年期に伴う離職数 0.13 0.14 0.11

9-11 人数：課長級 3.81 4.01 2.61

9-12 内、昇進者数（係長⇒課長） 2.33 1.42 -0.05

9-13 内、更年期症状に伴う昇進辞退者 0.06 0.04 0.02

9-14 更年期に伴う離職数 0.07 0.10 0.10

9-15 人数：部長級 0.80 0.91 0.91

9-16 内、昇進者数（課長⇒部長） 0.51 0.32 0.20

9-17 更年期に伴う離職数 0.01 0.02 0.03

女性比率：係長級 24.4% 23.6% 24.3% 24.1%

女性比率：課長級 15.1% 15.5% 16.1% 15.6%

女性比率：部長級 11.2% 6.9% 7.5% 8.5%
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への昇進者数の差分、下位からの昇進者数の差分、離職者の差分を加えて算出した。係長の場

合は、下記の通り。 

フェムテックの効果がある場合の係長数(9-7)= 

(8-7)+((9-8)-(8-8))+((9-9)-(8-9))+((8-10)-(9-10)) 

 

その他の役職についても、同様に試算した。 

 

(d)  女性管理職増加効果の整理 

(b)と(c)の差分より女性管理職の増加数と、管理職職の男女別構成比の増分を推計 

 

表 4-46 フェムテックによる女性管理職増加効果 

 

 

(e)  経済効果の推計 

 各役職の人数増分に平均給与[表 4-26]を乗じて、総給与の増分を推計。これを経済効果とみな

す。 

 

表 4-47 フェムテックによる女性管理職増加に伴う経済効果試算 

 
 

(f)  まとめ 

フェムテックによる、不妊治療に伴う離職者数、雇用形態変更者数変更防止効果により、各役職の女

性比率は下記の通り上昇する。 

係長相当職  ：約 0.8％ （対象世代平均） 

課長相当職  ：約 0.7％ （対象世代平均） 

部長相当職  ：約 0.4％ （対象世代平均） 

経済効果に換算すると下記に相当する。 

経済効果  ：約 850億円 

  

（万人）

35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 総計 平均

総数 2.09 2.23 1.86 6.18

非役職 0.41 0.20 -0.04 0.58

人数：係長級 0.27 0.18 0.07 0.51

人数：課長級 0.28 0.23 0.07 0.58

人数：部長級 0.06 0.03 0.02 0.11

女性比率：係長級 1.0% 0.7% 0.5% 0.4% 0.8%

女性比率：課長級 1.0% 0.8% 0.4% 0.5% 0.7%

女性比率：部長級 0.7% 0.2% 0.1% 0.3% 0.4%

フェムテックによる給与増分額 （億円）

人数：係長級 304.73

人数：課長級 444.06

人数：部長級 105.50

合計 854.29
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4.5.  考察のまとめ 

ここまでの分析・試算結果を整理すると、図 4-23のとおりとなる。 

経済効果の総額は、約 1.9～2.1兆円（2025年時点）と推計される。 

 

 

図 4-23フェムテック活用が経済に与えうるインパクト全体像 
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5.  まとめ 
本事業では、多様な個人の中でも女性に焦点を当て、特にライフプランとキャリアプランの整合的

な併存を可能にすることによりウェルビーイングの実現を図ることを目指し、調査を実施した。具体

的には、働く女性のライフステージに応じて出現する健康上のさまざまな課題等について、テクノロ

ジーを活用することにより、希望する形になるべく近づけられるような状況を創出するために、2 章

では、近年拡大しつつあるフェムテック産業の実態調査結果を整理した。また 3章では、当該産業の

拡大・定着にまつわる諸課題の抽出とその対応策の提案を行った。さらに、4 章では、フェムテック

等テクノロジーを通じて、どのような働き方・暮らし方の変革により働く女性のウェルビーイングが

実現するのか、そのウェルビーイングが企業や組織経済にどのようなインパクトを与えうるのかとい

った潜在性・可能性について考察を行った。 

 

5.1.  今後のフェムテック産業の展望 

フェムテックは、女性の健康に関する悩みや課題をテクノロジーで解決する製品やサービスであり、

女性一人ひとりの働き方や暮らし方を支えるものである。多様な個人のウェルビーイングの実現にも

繋がり、企業や組織、経済社会全体の前向きな変革の推進力となりうる。またこれまで注目されてこ

なかった女性の健康に関する様々な基礎情報が蓄積されることで、新たな医学的知見やビジネスが生

まれる可能性も示唆されている。 

 

5.2.  フェムテック産業として取り組むべき施策 

 フェムテック産業は黎明期であり、その市場は今後拡大が見込まれるが、拡大に際しては、女性の

健康課題に関する啓発活動や、フェムテック製品・サービスの品質担保に向けてのルールの整備等、

考慮すべき点が多い。市場の更なる発展と、それによりもたらされる働く女性のウェルビーイング実

現のために、産官学で連携しながら施策を検討し、実行していくことが期待される。 

フェムテック産業界として今後必要な施策・アクションとしては、以下のようなものが考えられる。 

 

表 5-1 フェムテック産業として取り組むべきと考えられる施策（案） 

 




